
京都市はぐくみプラン（京都市子ども・若者総合計画）」<2020-2024>　令和６年度実績

計画の進捗状況を示す指標

No 項目
（参考）

平成30年度値
令和２年度値 令和３年度値 令和４年度値 令和５年度値 令和６年度値

（参考）
計画最終年度まで

の目標値

1
妊娠11週以下での妊娠の届出率
【安心して妊娠・出産できる環境】

93.4% 94.6% 95.9% 95.4% 95.7% 95.5% 100%

2
保育所等における年度当初待機児童数
【保育を利用しやすいと実感できる環境】

0 0 0 0 0 0 ゼロの継続

3
学童クラブ事業における年度当初待機児童数
【放課後における健やかな育ち】

0 0 0 0 0 0 ゼロの継続

4
放課後まなび教室希望児童の登録
【安心して自主的な学びなどができる環境】

100% 100% 100% 100% 100% 100% 100％の維持

5
青少年が参画している附属機関等の割合
【若者の社会参加】

47.5% 53.1% 53.6% 53.5% 53.1% 54.4% 50%

6
京都はぐくみアプリのダウンロード数
【必要な支援情報の到達】

23,801 30,930 34,022 37,598 53,000件

7
児童生徒が在学中に茶道（小学校），華道（中
学校）を体験した市立小・中学校の数

-
小学校：32/161校
中学校：16/72校

小学校：67/161校
中学校：36/72校

小：全校
中：全校

小：全校
中：全校

小：全校
中：全校

小：全校
中：全校

―
※令和５・６年度の実績値について

は、旧アプリ運用当時に設定した目標
値に相当する実績値を算定することが

不可能であるため記載なしとする。





京都市はぐくみプランに基づく取組の進捗状況（令和６年度までの実績）

№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果
１　ライフステージに応じた子ども・若者の成長
（１） 母子保健

ア　妊娠前から支える安心して妊娠・出産できる環境づくり
1101 1 区役所・支所子ども

はぐくみ室の専門性
の向上及び機能の充
実

　区役所・支所子どもはぐくみ室において、
子どもに関する相談にワンストップで対応で
きるよう、職員研修の充実等による専門性
の向上や、地域の関係機関と連携した支援
機能の充実を図ります。

推進中 子どもはぐくみ室では､職員がﾜﾝｽﾄｯﾌﾟで質の高
い窓口ｻｰﾋﾞｽを提供する｢子育て支援ｺﾝｼｪﾙ
ｼﾞｭ｣として､自らも気付いておられないﾆｰｽﾞも含
めて､個々の家庭の状況やﾆｰｽﾞに気付き､必要
とする他の支援策の利用につなぐ等､適切な支
援を実施している｡
各種施策や業務等について､新任職員研修等の
各種研修を実施するとともに､年度末にかけては
｢子どもはぐくみ室のご案内｣ﾘｰﾌﾚｯﾄを改定し､各
区役所･支所子どもはぐくみ室に配布した｡

1102 2 妊産婦の健康の保持
増進のための支援の
充実（ 口腔 保健 ・栄
養・禁煙支援・飲酒防
止を含む。）

　妊産婦やその家族が安心して妊娠・出産・
育児の時期を過ごせるよう、妊産婦健康診
査の受診勧奨や、区役所・支所子どもはぐく
み室における健康教室等を通じた情報提供
等により、健康に関する意識の向上を図り
ます。

推進中 ﾌﾟﾚﾏﾏ･ﾊﾟﾊﾟ教室 実績
･実施回数 127回
･参加組数 965組

1103 3 医療機関等との連携
による妊娠期からの
切れ目ない支援の推
進

　妊産婦や子育て家庭と関わる機会の多い
医療機関等との連携を通じて、養育支援を
特に必要とする家庭を早期に発見し、速や
かに継続支援を行うことにより、児童虐待を
未然に防止し、乳幼児の健全な育成を図り
ます。

推進中 子どもはぐくみ室及び京北出張所と医療機関と
の連携実施件数
･延件数 579件

1104 4 不妊に係る支援の充
実

　不妊治療を受けている夫婦等の相談や交
流会を開催し、不妊等に関する悩みを持つ
方の不安軽減を図るとともに、不育症や男
性不妊も含めた治療費助成を行います。

推進中 ・一般不妊治療実績　108,031千円（助成件数
2,338件）
・不育症治療実績　772千円（助成件数71件）

イ　産後ケアと育児不安を軽減するための支援の推進
1105 5 産後ケアの推進（スマ

イルママ・ホッと事業・
産 婦 健 診 ホ ッ と サ
ポート等）

　出産直後は母親の心身が最も不安定な時
期であるため、産後も地域で安心して子育
てできるよう、産婦健康診査費用の助成と、
産婦健診の結果に応じた医療機関等との連
携を行うと共に、産科医療機関・助産所での
ショートステイ・デイケアを通じて、母親の心
身のケアや育児サポート等の支援を行いま
す。

推進中 スマイルママ・ホッと事業　延利用日数
・ショートステイ　1,833日
・デイケア　522日

1106 6 妊産婦とその家族を
対 象 と し た 妊 娠 ・ 出
産・育児に係る情報
発信の充実

　妊産婦とその家族が安心して妊娠・出産・
育児の時期を過ごし、子どもが健やかに成
長発達できるよう、妊娠・出産・育児に必要
な情報の効果的な発信を行います。

推進中 情報発信に関する交付実績
･ﾌﾟﾚﾏﾏﾊﾞｯﾁ 8,003個
･冊子｢赤ちゃんといっしょ｣8,020冊

1107 7 妊産婦の健康の保持
増進のための支援の
充実（ 口腔 保健 ・栄
養・禁煙支援・飲酒防
止を含む。）【再掲】

№1102の再掲 推進中

1108 8 医療機関等との連携
による妊娠期からの
切れ目ない支援の推
進【再掲】

№1103の再掲 推進中

取組名
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
（２） 乳幼児期の子育て支援

ア　乳幼児の健やかな発育・発達のための支援の推進
1201 9 区役所・支所子ども

はぐくみ室の専門性
の向上及び機能の充
実【再掲】

№110１、2201の再掲 推進中

1202 10 新生児等訪問指導事
業（こんにちは赤ちゃ
ん事業）の実施

子育ての孤立化を防ぐため、乳児のいる
すべての家庭を訪問し、様々な不安や悩み
を聞き、子育て支援に関する情報提供等を
行うとともに、母子の心身の状況や養育環
境等の把握及び助言を行い、支援が必要な
家庭については適切なサービスにつなぎま
す。

推進中 新生児等訪問指導事業 実績
延訪問件数 7,924

1203 11 乳幼児健康診査の充
実（疾病スクリーニン
グ等の精度管理を含
む。）

子どもの成長発達の重要な節目の時期に
乳幼児健康診査を行い、疾病を早期発見す
るとともに、すべての子どもの健やかな成
長・発達のために、必要な情報の提供と適
切な支援を行います。また、疾病を早期発
見するスクリーニング機能の有効性を定期
的に評価することで、乳幼児健康診査の質
の向上に努めます。

推進中 乳幼児健康診査 実績
･4か月児健診
 延受診者数7,078人(うち要精密検査者数333人)
･8か月児健診
 延受診者数7,189人(うち要精密検査者数179人)
･1歳6か月児健診
 延受診者数7,660人(うち要精密検査者数160人)
･3歳児健診
 延受診者数8,020人(うち要精密検査者数170人)

1204 12 新生児聴覚検査費用
の助成

すべての子どもが健全に成長できるよう、
新生児聴覚検査費用の一部を助成すること
で、先天性難聴の早期発見・早期治療・早
期療育を図ります。

推進中 新生児聴覚検査費用助成事業 実績
･助成件数 6,528件

1205 13 心理発達に課題を抱
える子どもへの支援
の充実

区役所・支所子どもはぐくみ室における子
どもの心理発達に関する相談対応や、乳幼
児健康診査、健康教室等を通じ、子どもの
心理発達に課題や不安を抱える家庭の相
談対応を推進します。

推進中 親子すこやか教室実績
実施回数：112回
参加組数：367組

1206 14 児童虐待対策に係る
取組の推進【再掲】

№2202の再掲 推進中

1207 15 乳幼児の健康情報の
利活用に向けた取組
の推進

乳幼児健康診査等の健康情報をシステム
に登録し、一括管理することで、区役所・支
所子どもはぐくみ室における相談対応や継
続支援に活用します。

推進中 乳幼児健康診査等母子保健情報を保健医療ｼｽ
ﾃﾑで一括管理するとともに､乳幼児健康診査等
母子保健情報をﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ連携している｡

1208 16 京都版ブックスタート
事業の実施

８箇月児健康診査を受診した子ども１人に
つき、絵本と再利用可能な手提げ袋等を合
わせた「読み聞かせスタートパック」を贈呈
すると共に、地域の書店や図書館等と連携
することで、親子が絵本と触れ合い、親しむ
きっかけづくりを応援します。

推進中 令和5年度より配布時期を４か月児健診に変更
し、対象者に､読み聞かせｽﾀｰﾄﾊﾟｯｸを配布して
いる｡

イ　乳幼児や子育て家庭の健やかな成長のための場づくり
1209 17 地域子育て支援拠点

事業の推進
家庭や地域における子育て機能の低下や

子育て中の親の孤独感や不安感の増大等
に対応するため、地域において子育て親子
の交流等を促進する子育て支援拠点の設
置を推進することにより、地域の子育て支援
機能の充実を図り、子育ての不安感等の緩
和、子どもの健やかな育ちを支援します。

推進中 ・伏見区と南区の計2か所で新たに開設し､市内
41か所の乳幼児親子のつどいの広場において
地域子育て支援拠点事業を実施。
・市内129か所において、児童館事業（自由来館
事業）を実施。
・市内9か所の公営保育所において地域子育て
支援拠点事業を実施。

1210 18 地域に開かれた施設
運 営 の 一 層 の 推 進
(幼稚園、保育園、認
定こども園、児童館
等)

地域の子育て支援や、家庭や地域におけ
る子育て機能の向上を目指すため、幼稚
園、保育園、認定こども園、児童館等におい
て、園庭開放等による親子の居場所づくり
や、幼児・保護者同士の交流促進、子育て
の悩み相談などの子育て支援の事業を推
進します。

推進中 ・市内129か所において実施している児童館事業
（自由来館事業）の中で、各子育て支援拠点事
業を実施。
・市内13か所の公営保育所において子育て支援
事業を実施。

1211 19 身近な地域の子育て
支援施設の連携強化
(地域子育て支援ス
テーション事業)

京都市内のすべての児童館、保育園及び
認定こども園を「地域子育て支援ステーショ
ン」に指定し、これらの施設の子育てに関す
る知識や経験、主任児童委員等の地域の
様々な社会資源を活用することにより、地域
の育児力の向上を図るとともに、関係機関と
連携して、児童に対する適切な援助及び子
育て家庭への支援につなげます。

推進中 地域子育て支援ステーションを令和7年4月1日
時点で427施設指定し､子育て講座等の開催や
子育てに関する情報提供など､子育て中の家庭
を対象とした様々な取組を行った｡
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
1212 20 子育て援助活動支援

事業（ファミリーサ
ポート事業）の推進

有償ボランティアが援助を受けたい方の子
育てを支援する、住民相互の援助活動を推
進します。

推進中 ・会員数5,534人（依頼会員4,456人、提供会員
938人、両方会員140人）（令和6年度実績）
・活動数7,851（令和6年度実績）

1213 21 子育てサロンや子育
てサークル等の活動
支援

子育てサロンや子育てサークルが抱える
さまざまな課題の解決に向けた支援を実施
するため、子育てサロン等にアドバイザーを
派遣し、成功事例やノウハウの伝達、助言
を行うなど、地域において気軽に参加できる
子育てサロン等の活動を活性化します。

推進中 ・子育てサロン等運営アドバイザー派遣事業は
令和３年度末をもって終了。
・令和４年度以降は、地域子育て支援拠点事業
の地域支援業務の取組の中で、拠点施設と子
育てサークル等が協働し、活動の活性化を図っ
ている。

ウ　子どもの病気や事故に対応できる体制の充実
1214 22 子どもの事故や病気

に関する知識や技術
の普及啓発

家庭や地域における子どもの事故を防止
するため、関係機関等と連携し、事故予防
対策について普及啓発を行います。また、
子どもが病気にかかった際に、医療機関へ
の受診の要否の判断等、病気への対応を
保護者自ら行えるよう、知識や技術の普及
啓発を行います。

推進中 子ども保健医療相談･事故防止センター 実績
･来館者数:1,826人
･団体来館者数:1,066人
･保健医療相談件数:768件
･講習会参加者数:293人
･研修及び施設見学者数:866人

1215 23 休日・夜間（深夜帯含
む）・平日準夜帯の医
療体制確保

容態の急変しやすい小児の救急医療に対
応し、子どもがいつでも安心して医療サービ
スを受けることができるよう、引き続き、小児
科の初期救急医療における診療体制を確
保します。

推進中 急病診療所小児科受診者数：13,474人
急病診療所内科受診者数：10,836人

1216 24 子育て支援施設にお
ける事故予防の推進

子育て支援施設に対して、指導や研修会
の開催、周知・啓発等を行うとともに、事故
予防マニュアルの作成・運用や事故が起き
た際の事故報告書の提出を求めることによ
り、安全対策を徹底します。

推進中 ・子どもの事故防止実践マニュアル　配布実績
10.285冊
・子どもの事故の応急手当マニュアル　配布実
績　10,285冊
※配布先：出産お祝いレター、京あんしんこども
館来館者等（児童館、保育園等の団体含む）
・児童館、学童保育所、放課後ほっと広場、地域
学童クラブ（以下「施設」という。）については、本
市が実施する指導監査において、事故防止マ
ニュアルの作成状況を確認し、施設におけるマ
ニュアル等の整備に努めている。また、施設に
対しては事故報告書の提出を求めており、事故
の再発防止に向けた取組を行っている。
・保育所等に対して、事故防止、安全確保のた
め、国の通知や事故事例を配布、施設に対して
は引き続き事故報告書の提出を求めている。事
故報告の集計について、各施設に対し、情報提
供を行い、事故防止のための呼びかけを行って
いる。
・プールや熱中症の時期には国通知の周知な
ど、注意喚起を行っている。
・毎年10月に内閣府及び厚労省の「乳幼児突然
死症候群（SIDS）対策強化月間」について各施
設に周知。
・公営保育所のヒヤリハットについて、報告の提
出を求め、集計及び分析結果を情報提供してい
る。

（３）幼児教育・保育
ア　幼児教育・保育の提供体制の確保及び質の向上

1301 25 保育所等待機児童ゼ
ロの継続

　「京都市子ども・子育て支援事業計画」に
定める幼児教育・保育提供体制の確保や、
保育の担い手確保の取組等により保育ニー
ズに応えることで、年度当初における国定
義の保育所等待機児童ゼロの継続に取り
組みます。

推進中 令和7年4月、国定義の保育所等待機児童数に
ついて、平成26年度から引き続きゼロ。

1302 26 既存施設の活用等に
よる保育園、認定こど
も園の定員（受入児
童数）の拡大

　保育提供体制を確保するため、保育園、
認定こども園及び幼稚園など地域の既存施
設の活用等により児童受入枠の拡大を図り
ます。

推進中 民間保育所の整備により、1か所10名分の受入
枠を拡大した（令和7年4月に定員増）。

1303 27 幼稚園における預か
り保育の推進

　保護者の子育てを支援するため、幼稚園
において通常の教育時間の前後や夏期休
業期間中などに実施する預かり保育を推進
します。

推進中 ・86園に対し、預かり保育推進事業補助金を支
給
・うち、教育時間の前又は後に預かり保育を実
施している園は85園、長期休業中に預かり保育
を実施している園は80園
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
1304 28 私立幼稚園における

２歳児接続保育の推
進

　保護者の就労等を支援するため、国が定
める一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）の基準
を満たす形で、保育を必要とする２歳児を定
期的に受け入れる私立幼稚園に対し、保護
者負担の軽減等に要する経費を助成しま
す。

推進中 令和6年度実施園数：25園

1305 29 保育士資格の新規取
得者の確保、潜在保
育士の再就職支援、
就業継続支援の３つ
の観点からの保育の
担い手確保の総合的
な取組の推進

　保育士資格の新規取得者の確保、潜在保
育士の再就職支援及び保育士の就業継続
支援の３つの観点から、関係機関との連携
により、総合的に保育の担い手確保の取組
を推進します。

推進中 ･潜在保育士再就業支援研修･保育士試験合格
者のための実技支援研修:受講者数14人
･担い手確保事業の実績としては､就職ﾌｪｱ:来場
者数343人､就職説明会:来場者数119人､京都市
保育人材ｻﾎﾟｰﾄセンターにおける就職者数:71人

1306 30 幼児教育の質を支え
るための私立幼稚園
における担い手確保
の支援

　関係機関と連携し、幼児教育の担い手確
保に向け、学生等と私立幼稚園のマッチン
グ支援等の充実を図ります。

推進中 ・京都市私立幼稚園協会が、同協会のHPに各
園が作成した紹介動画を掲載し､学生に身近に
幼稚園の魅力を届ける取組を実施。本市も同Ｈ
Ｐの情報を幼保総合支援室のＸ（旧Twitter）に掲
載するなど、周知広報の支援を行った。
・同協会が実施している「私立幼稚園就職説明
会」や「幼稚園ガイダンス」、幼稚園教員養成大
学との連携（連絡協議会・交流懇談会）に対し補
助を実施。
　私立幼稚園就職説明会…6月、9月の2回実
施。計121名の学生等が参加
　幼稚園ガイダンス…年2回実施
　幼稚園教員養成大学との連携…年2回実施。
養成校9校参加
・幼稚園教員養成大学と京都市私立幼稚園協会
との交流懇談会にオブサーバーとして参加する
ことにより、引き続き、学生及び園にニーズを汲
み取りながら、より実効性のある担い手確保の
取組を行っていく。

1307 31 キャリアアップ研修を
はじめとした保育士
等への研修の実施

　幼児教育・保育の質の維持・向上のため、
関係団体との連携により、国のガイドライン
に基づき、保育士等の職位や職務内容等を
踏まえた専門性の向上を図るキャリアアップ
研修をはじめ、保育士等への研修を実施し
ます。

推進中 令和６年度キャリアアップ研修修了者延べ2,255
名

1308 32 保育を必要とする児
童に対する国基準を
上回る職員配置と処
遇改善の維持・向上

　京都ならではの質の高い幼児教育・保育
を実施するため、保育園等における国の基
準を上回る保育士の配置及び処遇改善に
ついて、維持・向上を図ります。

推進中 保育園･認定こども園について､京都市独自の配
置基準に基づき､国基準を上回る職員の配置を
実施｡
保育士の処遇改善について､令和4年度から引
き続き実施。

1309 33 認可外保育施設の質
の向上

　子どもの安心・安全を第一に据え、令和元
年に改正した幼児教育・保育の無償化にお
ける認可外保育施設の取扱いに係る条例
に基づき、関係法令の遵守についての指
導、立入調査を通じたきめ細かな助言・ 指
導及び認可外保育施設に対する研修の充
実等に取り組みます。

推進中 ・認可外保育施設への監査･指導
(立入調査数:128件、個別面談数:11件)
・認可外保育施設に対する研修:受講者数:236名

1310 34 区役所・支所子ども
はぐくみ室を中心とし
た利用調整及び利用
者支援の実施

　利用者が自らのニーズに合う施設を選択
できるよう、市民にとって身近な相談機関で
ある子どもはぐくみ室において、地域の幼児
教育・保育施設の情報提供、保育の利用調
整等、利用者の視点に立ったきめ細かな支
援を行います。

推進中 令和７年４月向け保育利用申込から、未就園か
ら就園にかけて同一施設による切れ目のない支
援の促進策として、マイ保育園登録による調整
指数の加点を新設。その結果、登録者数は令和
６年６月末時点で１８９人であったが、７年４月向
け保育利用申込開始後の同年１２月１日時点で
は３，１３８人と急増した。

1311 35 幼児教育・保育の無
償化の円滑な実施

　2019（令和元）年10月からの幼児教育・保
育の無償化について、保護者の利便性の向
上や幼稚園等の事務負担の軽減の観点を
踏まえ、関係団体との連携のもと、円滑な実
施に努めます。

推進中 保護者が支払う私立幼稚園の保育料(預かり保
育利用料含む)及び認可外保育施設利用料の補
助を実施(令和6年度実績 支給延べ人
数:103,299人､支給金額:2,640,403千円)｡
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
1312 36 公・民の役割分担を

踏まえた市営保育所
の民間移管

　公・民の役割分担を踏まえ、増加かつ多様
化する保育ニーズに応えるため、一部の市
営保育所の民間保育園への移管に取り組
みます。

推進中 令和5年4月に京都市鏡山保育所の移管を行っ
た。

1313 37 小学校就学前施設と
小学校の連携・接続
による子どもの学びと
育ちの共有

　小学校就学前施設と小学校が一人ひとり
の子どもの学びと育ちを共有し、引き継ぐた
め、就学前施設から小学校に提出される子
ども一人ひとりの要録の有効活用等に取り
組みます。

推進中 保幼小連携･接続の取組事例や要録の記録の
ﾎﾟｲﾝﾄ等を記載したﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ(令和2年4月発行)
を､4月に保育園等に配布し､要録の活用や交流
の取組の促進に向けた周知･発信を行った(令和
2年度から実施)｡

1314 38 小学校就学前施設と
小学校の子どもの交
流

　小学校就学前施設と小学校がともに連
携・協力して子ども同士の交流に取り組める
よう、好事例や交流のねらいと期待する効
果等を周知・発信し、子どもの交流を促進し
ます。

推進中 保幼小連携･接続の取組事例や要録の記録の
ﾎﾟｲﾝﾄ等を記載したﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ(令和2年4月発行)
を､4月に保育園等に配布し､要録の活用や交流
の取組の促進に向けた周知･発信を行った(令和
2年度から実施)｡

1315 39 小学校就学前施設と
小学校の、教職員、
保育士の交流及び研
修の充実

　小学校就学前施設と小学校の教職員、保
育士の顔の見える関係づくりを促進し、相互
理解を深め、全市的な教育・保育の質の向
上を図るため、好事例や交流のねらいと期
待する効果等を周知・発信し、保幼小合同
研修等の充実を図ります。

推進中 ・これまでから実施してきたスタートカリキュラム
研修会を発展させる形で、「幼保小接続（架け橋
プログラム）研修会」をオンラインで実施（全市立
幼稚園・小学校の管理職対象）。また、京都市内
の全就学前施設に対し、同研修を収録した動画
を配信した。
・保幼小連携･接続に係る以下の研修を開催
令和6年8月 こどもみらい館 共同機構研修(参加
者87名)

イ　多様な幼児教育・保育の提供と質の向上
1316 40 保育園、認定こども園

における一時預かり
事業（一般型）及び幼
稚園における預かり
保育等の実施

　保育園、認定こども園において、保護者の
傷病等、多様なニーズに対応し、子どもの
一時的な保育を行う一時預かり事業（一般
型）を実施するとともに、幼稚園においても、
保護者の子育てを支援するため、通常の教
育時間の前後や夏期休業期間中などに実
施する預かり保育を実施します。

推進中 ＜一時預かり事業（一般型）＞
63施設で実施｡延べ利用児童数26,169人

＜幼稚園における預かり保育＞
　延べ利用児童数　　558,351人
　（参考）うち国事業の一時預かり事業（幼稚園
型Ⅰ）
　　実施園数
　　　私立幼稚園：22園
　　　市立幼稚園：15園

1317 41 病児・病後児保育の
実施

　一時的に病気中や病気回復期にある子ど
もの保育を行う、病児・病後児保育事業に
ついて、「京都市子ども・子育て支援事業計
画」に基づき、地域的なバランスを考慮して
提供体制を拡充します。

推進中 ・実施施設数：10施設（病児・病後児9、病児1）
・利用児童数：5,362人

1318 42 医療的ケア児保育支
援事業の実施

　保育園等において、医療的ケアが必要な
子どもの受入を推進するため、保育園等に
対し、看護師の人件費等を補助します。

推進中 ・看護師等配置に係る人件費等の一部を補助。
・受入施設の拡充に努め、公民の保育施設を合
わせて延べ１５施設（園）３０名
<内訳＞
市営：３施設４名
民営：10施設24名
私立幼稚園：１園１名
市立幼稚園：１園１名

1319 43 保育園、認定こども園
における多様な保育
サービス（休日保育、
夜間保育）の提供

　保護者の様々な保育ニーズに応えるた
め、保育園、認定こども園において、休日保
育や夜間保育を提供します。

推進中 休日保育:6施設で実施｡延べ利用児童数1,718
人

1320 44 幼稚園、保育園、認
定こども園等におけ
る障害のある子ども
の受入れの推進

　障害のある子どもが地域の身近な幼児教
育・保育施設で教育・保育を受けられるよ
う、受入体制の整備を図るとともに、保育園
等に積極的に受入れの促進を働きかけるこ
とで、更なる受入れの拡充を図ります。

推進中 ＜保育園等＞
障害認定している児童を受け入れた数:2,205人
(公営297･保育園1308・認定こども園548・地域
型52)

5



№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
1321 45 外国にルーツをもつ

子ども、保護者等へ
のコミュニケーション
確保をはじめとした支
援

　外国にルーツをもつ子どもが円滑に保育
園、認定こども園等を利用できるよう、子ど
もはぐくみ室や保育園、認定こども園等にお
いて、子ども、保護者等へのコミュニケー
ション確保をはじめとした支援を行います。

推進中 外国にルーツを持つ方との円滑なコミュニケー
ションのため､翻訳機等の購入を支援等を令和2
年度から実施。
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
1322 46 障害のある子どもの

保育に関する職員研
修の充実

　障害のある子どもの受入れを促進するた
め、関係団体と連携しながら、保育園等を対
象とした障害のある子どもの保育に関する
研修を充実し、保育士等の資質向上を図り
ます。

推進中 公民合同研修で、会場とオンラインを併せて実
施。
第1回　5月23日89名
第2回　9月7日75名（会場開催のみ）
第3回　11月17日74名

1323 47 食事の提供や食育の
取組に関する研修、
巡回等による相談業
務の充実

　食事の提供や食育の取組に関する研修、
巡回等による保育園等への給食指導等に
関する相談業務を充実します。

推進中 会場研修へ参加しにくい受講者に対し、令和３
年度からZoomを利用したオンライン研修を開始
京都市保育施設給食関係者研修(9月5日)93名
参加
食育講演会(12月5日)136名参加
地域型保育事業所訪問支援：38件（訪問時に研
修への参加を勧奨）

1324 48 関係機関との連携に
よる被虐待児及び保
護者に対する支援の
強化

　保育園等と区役所・支所子どもはぐくみ
室、児童相談所等において、保育を利用す
る被虐待児に係る対応について連携を図
り、子ども及び保護者に対する支援を強化
します。

推進中 引き続き､被虐待児に係る対応について､関係機
関で連携を図り､必要な支援を行っている｡

1325 49 保育園、認定こども園
における食物アレル
ギー児の受入れの促
進及び安全対応の徹
底

　保育園、認定こども園において、食物アレ
ルギーのある子どもや障害のある子ども、
体調不良の子どもなど個別対応を必要とす
る子どもに対して、きめ細かな食事の提供
等を行うとともに、食物アレルギー等に関す
る相談業務の充実により、受入れの促進及
び安全対応の徹底を図ります。

推進中 除去食又は代替食の対応が必要なアレルギー
児に対して、調理師を加配
京都市保育園連盟が実施する個別訪問相談業
務や､幼保総合支援室が実施する電話相談、及
び食物アレルギー等をテーマにした研修の開催
による支援の実施
公民合同アレルギー疾患研修（4月26日）62名参
加
京都市ホームページに、保育施設の給食におけ
る食物アレルギーに関する参考資料を掲載

（４）子どもの教育環境
ア  学校・家庭・地域が連携・協働し、子どもたちが夢と志を持って可能性に挑戦する
　ために必要な力を育む教育の推進

1401 50 質 の 高 い 幼 児 教 育
と、保幼小の連携・接
続の推進

　一人ひとりの発達に応じた、子どもが自発
的、意欲的に関われる環境づくりや豊かな
遊びの場の提供を通じ、幼児教育の充実を
図るとともに、就学前施設と小学校におい
て、子どもの学びと育ちの共有、子ども同士
の交流及び教職員・保育士の交流・研修を
推進します。

推進中 ･令和４年度から文部科学省委託事業「幼保小
の架け橋プログラム調査研究事業」に採択さ
れ、地域の幼保小が架け橋期の育ちへの願い
を共有し、架け橋期の教育が質的に向上される
ことを目的として、特徴の異なる3つの小学校区
に加え、令和５年度から小学校１１校を研究指定
し、それぞれの実態に応じた実践等に取り組ん
でいる。また、有識者や関係団体・保護者・関係
局の代表等が参画する全体会議（京都市架け
橋会議）において、取組の方向性、研修の実施
方法・内容、全市的に取組を広げるための方策
等について検討を行った。
・「京都市　幼保小の架け橋プログラム手引き」
及び「手引き概要版」の作成や、京都市幼保小
架け橋シンポジウムを実施し、令和7年度から全
市立小学校で取組を推進するにあたり、意義や
成果について発信した。

1402 51 保護者、地域と進め
る小中一貫教育の充
実・推進

　「京都市小中一貫教育ガイドライン」に基
づき、全中学校区において、校区の状況に
応じ、９年間を見通した計画的・系統的な一
貫教育を学校、保護者、地域が一体となっ
て行うとともに、小中合同による学校運営協
議会設置の拡大を図ります。

推進中 小中合同の学校運営協議会数：４９中学校区
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名

1405 54 市立高校の更なる改
革と特色ある教育活
動の推進

　「新定時制高校（京都奏和高校）」や「新普
通科系高校」の創設、銅駝美術工芸高校の
京都市立芸術大学との合築等、市立高校改
革の着実な推進を図ります。また、各校の
多彩な教育活動を一層充実し、生徒・保護
者や社会のニーズに沿った魅力あふれる高
校として更なる発展を目指します。

推進中 ①新たに開校した京都奏和高校（令和3～）、開
建高校（令和5～）、美術工芸高校（令和5～）の
教育活動の一層の充実を図った。

②府市合同探究成果発表会「京都探究エキス
ポ」（令和6年12月）の初開催など、府市連携によ
る高校生の探究活動の充実を図った。

学力向上に向けた取
組の推進（小中一貫
学習支援プログラム・
少人数教育・英語教
育・プログラミング教
育・未来型教育モデ
ルの推進等）

・京都市小中一貫学習支援プログラム（小学校
についてはプレジョイントプログラム及びジョイン
トプログラム、中学校については学習確認プログ
ラム）を実施

・子どもたちが実践的な英語力を身につけること
ができるよう、小学校で日常的に英語に触れる
ための取組や、中高校生の英検受検料補助等
に取り組んでいる。

・小学校外国語活動の早期化・教科化に伴う授
業時数増や、中・高等学校での授業改善による
高度な実践的英語力の育成（英語４技能の総合
的な育成など）に向け、ALT（外国語指導助手）
の計画的な配置や教職員研修の充実等により、
指導力の向上を図っている。

・プログラミング教育について、論理的思考力な
ど「プログラミング的思考」の育成に向けて、学
習活動の推進、研修実施に取り組んでいる。

・小学校では、算数、理科、総合的な学習の時
間等において、プログラミング教育スタンダード
に基づき、プログラミングソフト「スクラッチ」、小
型コンピューター「マイクロビット」を活用し、取組
を推進。また中学校では、技術科において、プロ
グラミングソフト「スモウルビー」やプログラミング
で動く自立型制御ロボットを活用し、取組を推
進。

推進中　予習・テスト・復習を１サイクルとして小中
学校通して継続的に取り組む小中一貫の学
習支援プログラムや、少人数教育の推進、
英語教育・プログラミング教育、ＡＩ技術を活
用した授業研究等、確かな学力の育成に向
けた取組を進めます。

521403

・医療的ケアが必要な子どもが在籍する総合支
援学校5校、小・中学校12校に学校看護師を配
置。また、医療的ケア児が幼稚園、小・中学校に
在籍している場合、より安定的なケア体制を構
築するため、地域制総合支援学校からのチーム
制による学校看護師派遣を開始。
・学校看護師の指導・支援や関係機関との連携
等を担う「医療的ケア（自立活動）担当教員」（看
護師資格を持つ方を正規教員として採用）を配
置（総合支援学校5校・5名）
・総合支援学校において医療的ケアが必要なた
めスクールバスに乗車できず保護者等が送迎し
て通学している子どもについて、福祉タクシーの
使用や看護師等（民間）が車両に同乗し学校へ
の送迎を行う通学支援を実施。（延べ利用回数：
2,212回）
・LD等通級指導教室の設置。（令和6年度 小・
中・高等学校121校に設置）
・発達障害等の困りがある子どもを支援するた
め、学校・幼稚園に総合育成支援員を配置（249
校園・549名）
・支援の必要な児童生徒へ、読み書きの障害や
集中が続かない、聴覚過敏等の様々な困りに応
じた支援機器・グッズの貸出を行っており、小中
学校のLD等通級指導教室に座位保持クッション
やデジタル耳栓等を配備し、普通学級での合理
的配慮等に活用している。（令和6年度延べ実績
568件）

推進中　児童生徒の障害の重度・複雑化・多様化
や、発達障害等支援を必要とする子ども、
医療的ケアが必要な子どもの増加のもと、
一人一人に応じたきめ細かな教育を推進す
るために、看護師、総合育成支援員の配置
やＩＣＴ技術の活用など必要な指導・支援、
教育環境の充実を図ります。

インクルーシブ教育
の理念に基づく一人
一人のニーズに応じ
た教育の推進

531404
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名

1407 56 子どもの規範意識を
育む取組の推進（道
徳教育・自然体験活
動等）

　学校の教育活動全体を通じて、児童生徒
が、自立した人間として他者と共によりよく
生きるための基盤となる道徳性を養いま
す。また、仲間との集団生活や自然の中で
の体験活動などを通して、子どもたちに豊か
な人間性や社会性を育みます。

推進中 ・「花背山の家を中心とした2泊3日の野外活動」
を実施（157校）。

･｢しなやかな道徳｣教育研究事業の実施(小14
校､中6校)｡

1408 57 いじめ・不登校の未
然防止と早期発見・
解決に向けた取組の
推進

　「いじめの防止等に関する条例」等に基づ
く取組を推進するとともに、スクールカウンセ
ラー・スクールソーシャルワーカー等による
相談体制の充実や不登校児童生徒の居場
所づくり、学習支援に取り組みます。

推進中 スクールカウンセラーを全市立学校に、スクール
ソーシャルワーカーを全中学校区及び定時制高
校に配置済み。市有施設へのふれあいの杜サ
テライト教室の設置やメタバース等を活用したオ
ンライン居場所づくりの研究を進めた。

1409 58 食育・健康教育、体力
向上の取組の推進

　心身の健康の保持増進を目指して、望ま
しい食習慣等を育む食育の推進や、エイズ
や性感染症、また薬物乱用防止に関する正
しい知識と理解を深める等、児童生徒の発
達段階に応じた指導を推進します。また、体
育学習のより一層の充実や部活動ガイドラ
インに基づいた運動部活動の実施等により
子どもの体力向上に向けた取組を推進しま
す。

推進中 ・生徒・保護者啓発用資料「京の食育通信」の発
行。

・家庭で作れる小・中学校給食レシピを紹介する
「京・和だより」・「給食レシピ集」を作成し、HP等
で公開。

・「食に関する指導の実践事例集」の発行。

・全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果
や、自校の体力向上のための計画等を記載する
ジャンプアップシート、GIGA端末の活用等によ
り、子どもたちの体力向上に向けた取組を実施。
・部活動ガイドラインに基づいた部活動の実施
や、外部コーチ派遣事業による運動部活動の活
性化。

・平成３０年３月に作成し、全校園に配布した「学
校における『性に関する指導』【参考資料】を各
学校で活用しながら、学習指導要領に基づき、
保健体育の授業や特別活動等を通して、子ども
の発達段階や各校の実態に応じた取組を計画
的に実施

1406 55 京都ならではの伝統
文 化 教 育 や 環 境 教
育、読書活動の推進

　京都に息づく伝統文化等に触れる活動の
充実を図り、わが国の伝統と文化を理解し、
それらを尊重する態度を育成します。また、
本市独自の環境学習施設の活用、全小・中
学校でのSDGsの視点を盛り込んだ「新・環
境宣言」の策定など、環境教育の深化を図
ります。さらに、「第４次京都市子ども読書活
動推進計画」に基づき、子どもたちの読書環
境の充実を図ります。

推進中 ・４か月児健康診査時に　「乳幼児保護者用読
書ノート」、3歳児健康診査時にブックリスト「本の
もり　幼児編」、市内小学1年生全員に同「小学
校低学年編」の配布を継続実施中。
・行事や全図書館が発行しているティーンズレ
ター等をホームページや公式Xを利用して情報
発信。令和6年度も下京図書館と堀川高校、東
山図書館と日吉ケ丘高校の連携事業として、合
同ブックリサイクルやリクエストアンケートを継続
実施。新たに、伏見中央図書館と京都工学院高
校、吉祥院図書館と塔南・開建高校との連携を
開始。出張図書館カード作成会や高校生による
図書館でのお楽しみ会、図書館内に高校生のお
すすめ本コーナーを設置し図書の展示・貸出を
した。
・「子どもの本コンシェルジュ養成講座」の第Ⅰ
期・Ⅱ期生を対象とし、「スキルアップ講座」（全３
回）を実施。２５名が参加した。
・「歴史都市・京都から学ぶジュニア京都検定」
京都市立小学校5･6年生全員を対象に実施し
た。
・「本の魅力を感じ、自ら進んで本に親しむ子ど
もの育成」を目標に、家庭・地域・学校等が連携
して、社会全体で子どもの読書活動の推進に向
けた取組を展開。
・SDGsの視点を盛り込んだ、全校・園独自の
「新・環境宣言」を踏まえたKES学校版「環境に
やさしい学校」について、小・中・総合支援学校
全校で認証を受けるとともに、企業等と連携した
環境学習や本市独自の学習資料「わたしたちの
環境」等の活用など様々な環境教育に関する取
組を展開。

9



№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
1410 59 社会的・職業的自立

に向けた生き方探究
教育の推進

　児童生徒の社会的・職業的自立に向け、
多くの企業やボランティアの御協力の下、
「わくわく WORK LAND・ジョイ JOB LAND」
や「京都モノづくりの殿堂・工房学習」「生き
方探究・チャレンジ体験」推進事業等、教科
学習とも連動した生き方探究教育に係る体
験学習を実施し、社会の中で自分の役割を
果たしながら、自分らしい生き方を実現でき
る力を養う取組を推進します。

推進中 産学公連携の下、一人一人の社会的・職業的自
立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育む
体験学習を実施した。

【令和6年度実施実績】
京都モノづくりの殿堂・工房学習　137校　7,921
人
わくわく WORK LAND　96校　5,752人
ジョイ JOB LAND　35校　3,733人
「生き方探究・チャレンジ体験」推進事業　78校
8,670人

1411 60 多文化共生に向けた
取組の推進（学校に
お け る 日 本 語 指 導
等）

　日本語の理解が十分でない外国にルーツ
を持つ児童生徒等の増加傾向を踏まえ、巡
回指導を担当する教員、母語支援員を配置
し、受入時に迅速かつ的確に対応できる新
たな体制づくりを進めます。

推進中 ・「特別の教育課程」による日本語指導を実施。
日本語指導拠点校として位置付けた小中学校
に、教員免許を有する日本語指導担当教員（教
諭・常勤講師・非常勤講師）を配置し、来日間も
ない児童生徒に対して抽出指導等を行う。拠点
校以外の学校においては、日本語指導担当教
員による巡回指導を実施。

・令和5年度に日本語初期集中指導教室「わか
ば」を開設。

・外国にルーツをもつ児童生徒やその保護者に
対して、母語による生活適応指導、コミュニケー
ション支援等の主に言語面の支援を行うために
平成26年度から母語支援員を派遣。

・その他にも、学校からの申請に応じて日本語指
導ボランティアや通訳ボランティアを派遣するな
ど、きめ細かな支援を実施。

イ　新しい教育ニーズに応える持続可能で安全・安心な教育環境の整備
1412 61 京都市学校施設マネ

ジメント計画に基づい
た学校施設の安全確
保、長寿命化改修や
防災機能強化

　長寿命化と予防保全工事の実施などによ
り、中長期的なトータルコストの縮減・予算
の平準化を図りながら、校舎の長寿命化改
修、体育館・プールの防災機能強化等整備
事業、快適トイレ整備事業など計画的な施
設整備・維持管理を進めます。

推進中 令和6年度の実績
・校舎の長寿命化改修…着工3校､完成2校
・防災機能強化等を目的とした体育館のリニュー
アル…着工3校､完成5校
・快適ﾄｲﾚ整備の推進…完成10校

1413 ・令和6年度は「KYOTO×教育DXビジョン」の
下、これまでに引き続き、GIGA端末を授業や家
庭学習等の様々な場面で日常的・主体的に活用
した。校務面においても、保護者連絡ツールの
導入やアンケート、採点業務等でICTを効果的に
活用するなど、デジタル化を図った。

・授業支援ソフトやデジタルドリルに関する操作
研修の実施や、端末の効果的な活用事例を全
市で共有するなど、教員のICT活用指導力向上
に努めた。

・令和5年11月に国から示された次期GIGA端末
の補助基準に基づき、GIGA端末更新準備を進
め、令和７年度中にGIGA端末を更新すべく、
OS・機種等を検討した結果、次期GIGA端末をｉＰ
ａｄとすることを決定した。

・ICT支援員の配置
　（小学校・中学校・小中学校・総合支援学校に2
週に１回程度訪問支援）

・令和6年2月に文部科学省が示した「教育DXに
係るKPIの方向性」で、デジタル教材等の一層の
利用拡大を前提にさらなる校内ネットワークの高
速化を掲げられたところであり、令和6年度は、
文部科学省が要求する水準を満たすために必
要な通信環境の仕様を固めた。（改善は令和7
年度に実施）

推進中　タブレット型コンピュータの配置充実、全校
における高速インターネット接続、無線LAN
化や、オンライン上での教職員対象の研修
会の実施、学習系動画の配信など、多様化
する教育活動に柔軟に対応するためのICT
環境の整備等を進めてまいります。

新しい教育内容に即
した施設・設備充実
等の推進

62
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
1414 63 地域との共汗で取り

組む新しい学校づくり
（学校統合等）

　児童生徒数が減少している地域での「地
元主導」による学校統合に関する議論・検
討や、一つの小学校から複数の中学校に進
学するなど、一部地域に存在する複雑な中
学校区の解消に向けた検討を行います。

推進中 ・西京区洛西地域の竹の里小学校と福西小学校
を統合し、西陵中学校と合わせた施設一体型の
小中一貫教育校の開校に向けて、「洛西陵明小
中学校創設協議会と連携し、福西小敷地での新
校舎の整備、教育内容等、具体的な検討を進
め、令和7年4月に「洛西陵明小中学校」が開校
した。
・伏見区醍醐地域の小栗栖小学校・小栗栖宮山
小学校・石田小学校を統合し、小栗栖中学校と
合わせた施設一体型の小中一貫教育校の令和
7年度開校に向けて、「栄桜小中学校創設協議
会（令和5年度：名称変更し2回開催）」と連携し、
小栗栖小敷地での新校舎の整備、教育内容等、
具体的な検討を進め、令和7年4月に「栄桜小中
学校」が開校した。
・柏野小学校と翔鸞小学校の統合に向けて、「柏
野・翔鸞小学校統合推進委員会」と連携して諸
準備を進め、令和7年4月に統合した。
・市原野小学校と鞍馬小学校の統合に向けて、
「市原野・鞍馬小学校統合推進協議会」と連携し
て諸準備を進め、令和7年4月に統合した。
・令和6年10月に、地元・ＰＴＡの代表者からなる
「洛水中学校区小中一貫教育校創設準備会」か
ら、令和13年度を目途に横大路小学校と納所小
学校を統合し、洛水中学校と合わせた施設一体
型の小中一貫教育校の創設を求める要望書が
教育委員会に提出された。

1415 64 大学等との協働によ
る、教員養成から採
用、研修までの資質
向上のための一体的
な取組の推進

　京都教師塾の取組や大学等との連携を一
層推進し、熱意ある教員の養成、志高い教
員の採用に取り組むとともに、「京都市教員
等の資質の向上に関する指標」に基づき、
すべての教職キャリアステージにおいて学
び続ける教員を支援するための取組を着実
に推進します。

推進中 ・「京都市教員等の資質の向上に関する指標」
等の活用を通してOJTを有効に機能させ、組織
的な若手・中堅教員の育成をはじめ、個々の教
員の資質能力と学校の組織力向上を図ってい
る。

・令和７年度京都市立学校教員採用選考試験に
おいて､京都教師塾の18期生から97名が受験し
た｡

651416 ・豊かな指導力や経験を有する退職校長等を
「研修支援サポーター」として総合教育センター
に８名（小学校担当４名、中学校担当４名）配置
し、採用５年目までの教員や講師など、若手教
員を中心に学校訪問指導を実施したり、校内若
手研修会を行い、支援・指導を実施した。
・チャットや動画配信が可能なソフト「Microsoft
Teams」上に学校や校種を超えた情報共有のた
めのチームを設置し、GIGA端末や関連ソフトを
活用した校務や授業の改善等に関する学校間
での情報共有を促進した。
・令和３年度から運用を開始した「教職員研修支
援SMART PORTAL」やオンライン会議システム
（TeamsやZoom等）を活用のうえ、研修の内容や
狙いに応じたオンライン研修と対面・集合研修の
ベストミックスを図った。
・小学校専科教諭（スクールサポーター）につい
ては、令和6年度も前年度に引き続き、週あたり
合計時間数1,000時間以上の配置を行うことで、
教員の多忙化の解消や子どもと向き合う時間の
確保に向けた取組を推進している。
・校務支援員については、令和元年度70校園程
度、令和2年度以降は全校園に、部活動指導員
については、平成30年度に本格導入（51名）を開
始し、以降順次、配置拡大を行っており、令和6
年度は322名の配置で、教員の多忙化の解消や
子どもと向き合う時間の確保に向けた取組を推
進している。

推進中　教員の多忙化の解消や子どもと向き合う
時間の確保のため、校務支援員、部活動指
導員、小学校専科教員（スクールサポー
ター）等の配置を充実させるとともに、研修
映像や優れた授業映像、授業で活用できる
教材等を集約した「総合教材ポータルサイ
ト」の機能向上による研究・研修環境の充実
を図ります。

教員が子どもと向き
合うことができる環境
づくりの推進（事務補
助や多様な専門職等
との協働による「チー
ム 学 校 」 と し て の 取
組、ＩＣＴ活用等による
効 率 的 な 研 修 推 進
等）
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
（５）放課後の子どもたちの居場所づくり

ア　学童クラブ事業や放課後まなび教室の充実と連動
1501 66 児童館等における学

童クラブ事業の待機
児童ゼロの継続

　登録児童数や昼間留守家庭児童数の動
向を見極めながら、必要に応じて新たな実
施場所や職員を確保するなど、学童クラブ
事業の提供体制を確保することにより、引き
続き、利用希望者全員の受入れを行いま
す。

推進中 １４年連続となる年度当初待機児童ゼロの達成
（R7.4.1）

1502 67 学童クラブ事業にお
ける実施場所確保

　登録児童数の増加等に対応する必要があ
る学童クラブについて、学校施設等を活用
することにより、条例で定められた児童一人
当たりの面積を確保します。

推進中 令和6年度中に利用児童数が増加すると見込ま
れる施設を中心に、教育委員会との連携のも
と、小学校の余裕教室の活用等により、新たに3
か所（修学院児童館、桂児童館、御所の杜学童
クラブ）において学童クラブの実施場所を確保。

1503 68 学童クラブ事業未設
置学区における機能
確保

　利用ニーズを見極めながら、全小学校区
で学童クラブ機能の確保に努めます。
　機能の確保・維持に当たっては、できる限
り小学校の校内で実施場所を確保するな
ど、利便性や移動の安全性を考慮した充実
を図ります。

推進中 令和６年４月１日時点で、未設置小学校区は、市
街地に８箇所、山間地域に４箇所あるが、市街
地については、小学校から比較的近いところ（徒
歩圏内と考える概ね１キロ以内）で学童クラブの
ニーズをカバーできている。
山間地域については、小学校区単位で確保する
には、児童数が少ない状況にある。

1504 69 児童館等の職員の確
保及び資質の向上

　児童館等における大学生等職業体験事業
の推進など関係団体との連携により新たな
職員の確保に努めます。また、職員の意識
向上やスキルアップに関する研修等を継続
的に実施することにより、職員の更なる資質
向上を図ります。

推進中 京都芸術大学（旧京都造形芸術大学）と京都橘
大学及び公益社団法人京都市児童館学童連盟
と本市の４者で協定を締結しており、担い手不足
の課題解決を図るべく、児童館において実施す
る職業体験に大学生を派遣する事業（インターン
シップ）を毎年実施。

1505 70 大学との連携による
児童館における学生
ボランティアの確保及
び広報の充実による
学童クラブ事業にお
ける介助者の確保

　大学との連携や積極的な広報により、学
習支援を行うボランティアや、学童クラブに
おける障害のある児童の介助者の確保を図
ります。

推進中 花園大学、大谷大学（短期大学部含む）、京都
教育大学と公益社団法人京都市児童館学童連
盟、本市で各協定を締結しており、大学から推薦
を受けた大学生等を、学童クラブ事業において、
障害のある児童を受け入れている児童館・学童
保育所及び放課後ほっと広場に介助者として派
遣する取組を実施。

1506 71 放課後まなび教室希
望児童全員の登録の
維持

　学校施設を活用し、地域の方々、ＰＴＡ、学
生等の参画のもと、希望者全員の登録を維
持し、子どもたちの学習の習慣づけを図る
「自主的な学びの場」と「安心安全な居場
所」を提供します。

推進中 放課後まなび教室の利用希望者全員の登録を
維持｡
【R6登録児童数】10,404人

1507 72 学童クラブ事業及び
放課後まなび教室が
連携した事業の推進

　学童クラブ事業及び放課後まなび教室の
連携により、地域の状況を踏まえながら、行
事の相互乗入れ等を推進します。

推進中 放課後まなび教室登録児童の児童館・学童保育
所の行事への参加や、児童館・学童保育所児童
の放課後まなび教室への参加等、相互乗入れを
実施。

1508 73 学童クラブ事業及び
放課後まなび教室に
おける障害のある子
どもの利用推進

　学童クラブ事業における介助者の確保な
どにより、障害のある子どもも他の子どもと
同様に受入れを行うとともに、児童の健全な
育成を図ります。

推進中 学童クラブ事業において、令和2年度から医療的
ケア児の受入れを実施しており、令和6年度は2
名の受入れを実施。

イ　児童の健やかな成長と安心・安全な居場所づくり
1509 74 乳幼児と中高生世代

等との触れ合い体験
の取組の推進

　児童館において中高生世代等と乳幼児や
その保護者とが交流することにより、子育て
の喜びや苦労を学び、将来の子育てに対す
る不安を軽減する等、中高生世代等の健全
育成を図ります。

推進中 「中高生と赤ちゃんとの交流事業」を市内の児童
館で実施。
令和6年度実績：57か所

1510 75 中高生世代の居場所
づくりと活動の支援

　児童館において、学童クラブ利用児童が
帰宅した後の時間帯等で中高生世代向け
の取組を行うなど、中高生世代にとって来館
しやすい環境を整えます。

推進中 市内129か所において実施している児童館事業
（自由来館事業）の中で、中高生世代向けの取
組を実施。

1511 76 身近な地域の子育て
支援施設の連携強化
(地域子育て支援ス
テーション事業)【再
掲】

№1211、3109の再掲 推進中
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
1512 77 地域住民との交流の

推進
　児童館の行事に地域の方が参加いただく
だけではなく、地域の行事に児童館が積極
的に参加するなど、相互の交流を行うことに
より、子どもたちと住民の多様な交流を推進
します。

推進中 市内129か所において実施している児童館事業
（自由来館事業）の中で、地域との相互交流を実
施。

1513 78 京都やんちゃフェスタ
の実施

　すべての子ども、子育て中の家庭を対象
に、子どもと家庭に関わる関係団体、企業、
学生、行政などが主体となってイベントを開
催します。小学生を主な対象とする第１部
と、乳幼児親子を主な対象とする第２部で構
成します。

推進中 「今後の行財政改革の視点及び主な改革事項」
を踏まえ、本市共催での開催を見送り（休止）
なお、京都市児童館学童連盟においては、令和
4年度に連盟主催・期間限定で実施した京都市
の児童館・学童保育所のオンラインまつり「とび
だせ！やんちゃんねる」の中で公開していた「お
うちでできる遊び」や「工作レシピ」をまとめた紹
介動画を、常設のYouTubeチャンネルへと移行。
遊びを通じた児童の健全育成の取組を推進して
いる。

1514 79 児童館等における文
化芸術・社会体験事
業の実施

　文化や芸術に親しむきっかけを生み、その
楽しさを知る豊かな感性や人間性を育むこ
とを目的に、児童館等に対し、伝統芸能・伝
統文化・舞台芸術及び美術造形分野におけ
る、京都で活躍する一流の芸術家を派遣
し、レクチャー、実演鑑賞、実技体験等を行
います。

推進中 「京の匠の技を知る！伝統工芸体験事業（公益
財団法人京都伝統産業交流センターが実施）」
や、「文化芸術授業（ようこそアーティスト）」を実
施。
伝統工芸に従事する職人や、伝統的な文化芸
術から現代芸術まで幅広い分野の芸術家を児
童館等へ派遣し、伝統工芸製作体験教室や文
化芸術に触れる機会を創出。
令和6年度実績：
京の匠の技を知る！伝統工芸体験事業：…39箇
所
文化芸術授業（ようこそアーティスト）…2箇所

（６）思春期保健
こころとからだの健康づくりと次世代をはぐくむ意識づくりの促進

1601 80 中学校・高等学校等
における思春期健康
教育の推進

　区役所・支所子どもはぐくみ室の職員によ
る中学校・高等学校等での妊娠・出産・子育
てに関する体験を組み込んだ健康教育の実
施や、学校の授業における子どもの発達に
応じた性に関する指導の充実を通して、思
春期の若者が子育てをはじめとした将来の
ライフデザインをより確かなものとし、次世
代を担う意識の醸成を図ります。

推進中 ・平成30年3月に作成し、全校園に配布した「学
校における『性に関する指導』【参考資料】を各
学校で活用しながら、学習指導要領に基づき、
保健体育の授業や特別活動等を通して、子ども
の発達段階や各校の実態に応じた取組を計画
的に実施

1602 81 大学生や青年期の若
者等を対象とした妊
娠・出産に関する正し
い知識の普及啓発

　近い将来に妊娠・出産・子育てという親とし
ての役割を控えている大学生や青年期の若
者等が、自身の希望する時期に妊娠・出産
を迎えられるなど、将来のライフデザインを
実現できるよう、正しい知識の普及啓発に
取り組みます。

推進中 結婚､妊娠･出産､子育て､ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ等のラ
イフデザインを描くことを目的として作成している
ライフデザインシートを活用しながら、学校で妊
娠・出産等に関する正しい知識の普及啓発を実
施

1603 82 乳幼児と中高生世代
等との触れ合い体験
の取組の推進【再掲】

№1509の再掲 推進中

（７）若者の自己成長と社会参加
ア　多様なライフデザイン形成への支援

1701 83 キャリア教育や異世
代・多文化交流をはじ
めとした社会体験の
実施

　就労体験をはじめとしたキャリア教育を行
うとともに、異世代・多文化交流を通じて新
たな価値観を身に付けることにより、若者が
社会的・職業的に自立する力の醸成を図り
ます。

推進中 京都若者サポートステーションにおいて、人前で
話すことへの不安解消やチームで働くことの学
習、就労体験、自己分析など、就労に向けて必
要なスキルを学ぶ職業ふれあい事業を実施し
た。

1702 84 若手アーティストの支
援

　若い芸術家の成長を支えてきた京都芸術
センターの機能強化、活動の充実に取り組
むとともに、「京都市文化特別奨励制度」の
一層効果的な運用を引き続き実施します。
　また、東山 アーティスツ・プレイスメント・
サービス（HAPS）等により、若手芸術家が
京都で居住・制作・発表していくための支援
を行うことにより、まちの活力につなげます。

推進中 若手芸術家等が京都のまちなかに居住し､活動
し続けることができる環境を整えるため､引き続
き､若手芸術家等からの様々な相談に対応する
相談窓口の運営､芸術家に適した空き家の紹
介､閉校施設等の活用による制作場所の提供、
若手芸術家等の作品のオンライン販売、京都市
芸術文化特別奨励制度の実施、専門家のネット
ワークによる発表活動の支援等の取組を実施。
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
1703 85 「２０歳」を社会全体で

祝う取組の拡充や「１
８歳」に成人の自覚を
促す取組の実施

　これまでの成人式について、２０歳に達し
た青年の門出を市民全体で祝い励ます取
組として充実を図ります。また、令和４年の
成年年齢引下げに伴い、学校や地域との連
携のもと、１８歳に成人の自覚を促す取組を
実施します。

推進中 ○式典充実内容等
・LINE公式アカウントでの申込み及び入場者管
理システムの継続実施
・著名人によるお祝いメッセージを放映
・地域のスポーツチームによるパフォーマンスの
実施
○成年年齢引き下げに伴う新成人へのお祝い
メッセージの発信

1704 86 若者同士が交流し、
情報共有できる機会
の提供

　青少年活動センターにおいて、若者同士
が交流し、体験・参加活動情報等を共有で
きる機会を提供することにより、若者が様々
な分野に挑戦するきっかけづくりを行いま
す。

推進中 ・自習室・フリータイム：青少年活動センター利用
の入口機能として全センターで実施｡
・自主活動支援：若者個人やグループの企画を
センターでサポートする事業を実施したほか､ボ
ランティア活動に参加してみたい若者に機会の
提供を行った｡

1705 87 若者が安心して過ご
せる居場所づくりの推
進

　様々な困難を抱える若者が社会で孤立し
ないよう、青少年活動センター等において、
ほかの若者や大人との交流を図りながら安
心して過ごすことができる居場所づくりを推
進します。

推進中 青少年活動センターの居場所事業数:28件
※　さまざまな若者が居心地よく過ごすことがで
き、他者と関係を持つことができるための事業を
実施。

1706 88 気軽な悩みや新たな
挑戦を行いたい若者
に応える相談支援の
推進

　様々な不安や困難を抱える若者はもとよ
り、新たな挑戦を行おうとする若者も対象
に、地域の身近な場所で相談場所を確保す
るなどの支援を推進します。

推進中 青少年活動センターにおける相談件数:1,051件
子ども･若者総合相談窓口における相談件
数:503件(ひきこもりに関する相談を含む)

1707 89 青少年活動センター
によるアウトリーチ手
法を活用した事業の
推進

　青少年活動センターで展開している事業を
より身近な場所で実施するため、地域に出
向くアウトリーチ手法を活用した事業を推進
します。

推進中 山科・醍醐や洛西･向島地域等での若者･地域
のニーズに応じた拠点作り事業を実施

イ　若者が持つ多様な力をいかした社会づくり
1708 90 若者の地域交流事業

の推進
　青少年活動センターが地域と若者を結ぶ
拠点として、若者が地域と交流できる事業を
展開するなど、若者が地域に入りやすい環
境づくり等を行います。

推進中 青少年活動センターの地域交流事業数:53件
※　地域とのつながりを持つことができる事業を
実施

1709 91 若者のボランティア活
動・地域活動の促進

　若者が自主的な活動を通じて社会を形成
する主体であることを認識し、喜びや楽しみ
を感じるきっかけとなるよう、青少年活動セ
ンターにおけるボランティア事業等により、
若者のボランティア活動を促進します。ま
た、大学生・専修学校新入生に向けた、自
治会・町内会加入促進のための啓発チラシ
等の配布を通じて、若者の地域活動を促進
します。

推進中 ･青少年活動センターで活動するボランティア
数:837人
・大学コンソーシアム京都加盟校等へのメール
周知や学生向けアプリ（KYO-DENT）での通知を
活用し、地域活動の啓発を行い、若者の地域活
動の促進に取り組んだ。

1710 92 地域における福祉教
育・ボランティア学習
推進事業の実施

  福祉の心をはぐくむため、市内の中学生・
高校生及び同年齢の青少年を対象とした福
祉施設などにおける体験事業や、小・中学
校を対象とした障害者団体や障害者施設が
実施する福祉教育プログラムへの参画促進
に取り組みます。

推進中 市・区ボランティアセンターにおいて､小・中学校
等での福祉教育･ボランティア学習を実施し､障
害や障害のある人への理解やボランティア活動
への参加の促進につなげた｡

1711 93 福祉ボランティアセン
ターによるボランティ
ア活動の総合的な支
援

　区域におけるボランティア活動の拠点であ
る区ボランティアセンターと連携しながら、京
都市全域における子どもを対象としたボラン
ティア活動を総合的に支援します。

推進中 京都市社会福祉協議会等との連携のもと､子ど
もの居場所づくりに関する学習会や講演会､運
営団体に対する助成金活用のための講座や支
援者に向けたセミナーなどを開催し､子どもの居
場所づくりへの支援につなげた｡

1712 94 若者の意見を市政に
反映する機会の提供

　若者が市政をはじめとした社会への参加
意識を高めるとともに、市政においても若者
の視点と意見を反映させることで、施策をよ
り充実したものとするため、若者の意見を市
政に反映する機会を提供します。

推進中 ・青少年が参画している本市附属機関等の割合
54.4%
・「京都市はぐくみプラン<2025-2029>」策定のた
めの子ども・若者への意見聴取として、児童館・
学童保育所（市内計140か所）に通う子どもや青
少年活動センター（市内計7か所）を利用する若
者に対するアンケート調査やワークショップを実
施し、それらの内容を計画へ反映した。
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
1713 95 審議会等への青少年

の更なる参加促進
　若者の社会参加を促進し、若者の成長と
自立を支援するため、関係部局への働きか
けを行うことにより、審議会等への青少年の
参加を促進します。

推進中 ・各局区等に対する附属機関等への青少年委員
登用の呼び掛けを実施
・青少年が参画している本市附属機関等の割合
54.4%

1714 96 若者文化の発信 　子どもからお年寄りまであらゆる世代の
方々に若者文化を発信することにより、異世
代に若者文化の理解を深めていただくととも
に、若者の持つ多様な感性が自主的活動と
して発揮されるよう支援を行います。

推進中 ①　青少年活動センター協同事業｢ユスカル！
若者文化市｣を実施（令和6年11月3日、来場者
数5,399名/ボランティア10名）
②　東山青少年活動センター事業 ｢演劇ビギ
ナーズユニット｣ 令和6年6月～9月､全86回実
施｡
 (参加者数16名､延べ参加者数2,417名(自主練
習･公演入場者を含む))
③　東山青少年活動センター事業 ｢ダンススタ
ディーズ2｣
 令和6年12月～令和7年3月､全49回実施｡
 (参加者数10名､延べ参加者数703名(自主練
習･公演入場者を含む))

（８）子育て家庭の生活の安定や子ども・若者の健やかな成長に資する継続的な取組
1801 97 区役所・支所子ども

はぐくみ室による地域
と連携した切れ目の
ない寄り添い支援

　区役所・支所子どもはぐくみ室が、子育て
家庭の最も身近な相談先として、地域の関
係機関と連携しながら、妊娠前から１８歳に
至るまでのすべての子どもと子育て家庭を
対象とした切れ目ない支援と子育てに課題
や困りを抱えた家庭への寄り添い支援に取
り組みます。

推進中 子どもはぐくみ室では、全ての職員が「子育て支
援コンシェルジュ」として、妊娠から18歳までの子
ども及び子育てに関する相談支援や子育て支援
サービスの紹介、手当や保育園（所）等への申
込み等、子どもに関わる様々なサービスの手続
きを行っている。
支援にあたっては、オンラインツール等も活用し
ながら丁寧な寄り添い支援を行うとともに、令和
６年３月からは、妊婦及び2歳児までを養育する
方を対象とした、SNS等を活用した相談支援事
業を開始し、伴走型相談支援の一層の充実を
図っている。

1802 98 子ども医療費支給制
度の推進・拡充

　子育て家庭の経済的な負担を軽減するた
め、中学３年生までの子どもが医療機関を
受診した際、健康保険の自己負担額から一
部負担金を差し引いた金額を支給します。

推進中 市内に居住し、医療保険に加入している中学校
３年生までの者に対し､医療費(健康保険の自己
負担額)の助成を実施｡
支給人数 133,805人
支給総額 3,400,325,152円

1803 99 公園の整備及び維持
管理の充実

　子どもたちが安心、安全に利用できる公園
の整備及び維持管理を進めます。

推進中 久世橋公園の整備を開始（令和７年６月完了）
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
２　特に支援を要する子ども・若者やその家庭への支援
（１）貧困家庭の子ども・若者への支援

ア　子どもや若者への生活・学習・社会体験の推進
2101 100 地域や民間団体によ

る子ども食堂など子
どもの居場所づくりの
取組への支援

　子ども食堂をはじめ、地域の大人や社会と
の関わりの中で、安心して過ごせるととも
に、孤立の防止につながる子どもの居場所
づくりについて、より多くの地域で継続的に
行われていくための支援を実施します。

推進中 令和２年度から「子どもの居場所づくり「支援の
輪」サポート事業」を実施（支援コーディネーター
が各子ども食堂等を訪問し、運営に関する助言
を行うとともに、支援を必要とする子どもや家庭
を適切な機関につなぐ「気づきの窓口」となるよう
サポートを行う。）
令和６年度実績：相談支援 年間延べ約1,000件
（現地訪問を含む）
また、子ども食堂等の子どもの居場所づくりの取
組が、より多くの地域で展開されるよう、初期経
費等の助成を行う。
（令和６年補助金交付決定：９団体）

子ども食堂等の子どもの居場所づくりや子育て
家庭への食品配送事業を行っている団体が、自
ら意識して、支援が必要な子どもの気づきの窓
口として取り組んでもらうことを目的に、子どもの
見守り活動に係る経費を補助する「京都市子ど
もの見守り活動支援事業補助金」を支給。
（令和６年度支給実績：４３件）

2102 101 生活困窮世帯の子ど
も等に対する学習支
援の実施

　様々な事情で高校進学に課題を抱える中
学生等に対して学習会を開催し、子どもへ
の学習支援とともに、ボランティアとの交流
を通じて自己肯定感を高めていけるよう、他
者との良好な関係の中で安心して過ごせる
居場所づくり支援を実施します。

推進中 登録者数:281名(生活保護世帯等を含む)

2103 102 学力向上に向けた取
組の推進（小中一貫
学習支援プログラム・
少人数教育・英語教
育・プログラミング教
育・未来型教育モデ
ルの推進等）【再掲】

№1403の再掲 推進中

2104 103 社会的・職業的自立
に向けた生き方探究
教育の推進【再掲】

№1410の再掲 推進中

2105 104 ス ク ー ル カ ウ ン セ
ラ ー ・ ス ク ー ル ソ ー
シャルワーカーによる
相談・支援

　スクールカウンセラーの全小・中・高等学
校・総合支援学校への配置、スクールソー
シャルワーカーの全中学校区への配置等に
より、児童生徒の健やかな学び・育ちの保
障に向けた指導・支援の充実を図ります。

推進中 スクールカウンセラーを全市立学校に、スクール
ソーシャルワーカーを全中学校区及び定時制高
校に配置済み。

2106 105 文化芸術による共生
社会実現に向けた基
盤づくり事業

　芸術家等が社会課題へアプローチする際
や、福祉施設等が文化芸術の取組に着手し
ようとする際の相談事業の実施、文化芸術
と社会課題をつなぐコーディネーターの育成
など、文化芸術により社会課題や困難の緩
和につなげ、共生社会を実現するための基
盤づくりに取り組みます。

推進中 共生社会の実現に向け､文化芸術の力で社会課
題の緩和に取り組むため､引き続き､芸術家等が
社会課題へアプローチする際や､福祉施設等が
文化芸術の取組に着手する際の相談事業を
行った。また、東九条・崇仁地域等で取組を行っ
てきた人々の活動を下支えするとともに､芸術と
共生について広く考えるお話会の開催（２回）等
の取組を行った｡

2107 106 児童館等における文
化芸術・社会体験事
業の実施【再掲】

№1514の再掲 推進中

2108 107 若者が安心して過ご
せる居場所づくりの推
進【再掲】

№1705の再掲 推進中

2109 108 若者サポートステー
ションでの取組の推
進【再掲】

№2305の再掲 推進中
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
イ　家庭への子育て・経済・就労支援の推進

2110 109 医療機関等との連携
による妊娠期からの
切れ目ない支援の推
進【再掲】

№1103の再掲 推進中

2111 110 ひとり親家庭支援セ
ンター「ゆめあす」を
中心としたひとり親家
庭支援【再掲】

№2501の再掲 推進中

2112 111 子育て家庭が気軽に
相談できる環境づくり
の推進

　貧困等の困難を抱える家庭の子育ての不
安や負担を軽減するため、健診や家庭訪問
の実施、つどいの広場等の身近な地域にお
ける居場所づくりの促進により、気軽に相談
できる環境を整えるとともに、支援者が必要
に応じて情報提供や助言を行います。

推進中 ・市内41か所において、乳幼児親子のつどいの
広場を実施した。
・「新生児等訪問指導（こんにちは赤ちゃん事
業）」による家庭訪問の際に、子育て家庭への子
育て情報を届け、子育て相談等に応じる「～地
域で支える～　すくすく子育て応援事業」を、
1,474回実施した。

2113 112 幼児教育・保育の無
償 化 の 円 滑 な 実 施
【再掲】

№1311の再掲 推進中

2114 113 就学援助費の支給 　市立小・中学校へ就学するに当たり、経済
的理由により就学困難な保護者に対し、学
用品費や給食費等の援助を推進します。

推進中 ・経済的な理由により､市立小･中学校への就学
に要する費用の負担が困難な保護者に対し､学
用品費や給食費等を援助

・新入学学用品費の入学前支給を実施(平成29
年度～)

・令和6年度の新入学学用品費(小のみ)の増額
を入学前支給から実施

・新型コロナウイルスの影響を踏まえ､家計急変
した世帯を対象に､新たな認定基準を設けた臨
時措置を実施(令和2年度～)

2115 114 生活困窮者に対する
自立相談支援

　仕事や生活に困っている方からの相談を
受け、どのような支援が必要かを相談者と
共に考え、具体的な支援プランを作成し、寄
り添いながら自立に向けた支援を実施しま
す。

推進中 保健福祉局生活福祉部生活福祉課に相談専用
ダイヤルを設置し､専任の相談支援員が生活困
窮者からの相談に早期かつ包括的に応じる生活
困窮者自立相談支援機関として､各種支援に取
り組んでいる｡
令和6年度は､統括相談支援員1名、相談支援員
5名の計6名体制のもと､生活にお困りの方に寄
り添った支援を行った｡

<令和6年度>
 ･新規相談受付件数 1,028件

2116 115 市営住宅における妊
娠期や子育て期の世
帯への優先入居の実
施

　妊娠期や子育て期の世帯が市営住宅に
優先的に入居できるよう、一定の戸数枠を
設けて入居者の募集・選考を行います。

推進中 令和6年度は4、6、9、12月に募集を実施
募集戸数：50戸、申込件数：266件、入居戸数：
33戸
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
ウ　地域、関係機関、企業等との連携による貧困家庭等を支える環境づくりの推進

2117 116 食料品等を届けるこ
とを通じ必要な支援
につなげる取組の検
討

　貧困等の課題を抱える家庭に対して、食
料品等を届けることを通じて必要な支援に
つなぐ仕組みの構築について検討します。

推進中 ･令和元年12月に本市及び民間団体で｢京都こ
ども宅食ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ｣の推進に係る協定を締結
･令和2年11月に本市及び民間団体で｢子育て家
庭への食品配送･見守り活動等｣の推進に係る
協定(きょうと｢こどもみらい笑顔便｣事業)を締結
<R6実績>
･｢京都こども宅食プロジェクト｣
 食料等の配送(計36回：5,018世帯)
･きょうと｢こどもみらい笑顔便｣
 食料等の配送(計4回：246世帯)

2118 117 困難を抱える家庭に
係 る 地 域 、 関 係 機
関、企業等と連携した
情報共有の強化とき
め細かな情報提供

　区役所・学校等をはじめとする関係機関間
の情報共有・連携の更なる強化を行い、地
域課題を把握・分析しながら、困難を抱える
家庭への支援にいかすとともに、自立支援
に繋げるため、支援を必要とする方に必要
な情報をきめ細かに提供します。

推進中 虐待を受けた児童など要保護･要支援児童等へ
の支援に係る関係機関との連携については､各
区役所･支所に設置している各区･支所要保護
児童対策地域協議会の枠組みを活用し､個別
ケース検討会議の開催等により､必要な情報共
有を行い､支援の内容を検討し､役割分担の明
確化を図る等､各関係機関と連携した支援を
行った｡
 〇 個別ケース検討会議開催回数
    (令和6年度)　463回

2119 118 寄付などを通じた民
間活力による子ども・
若者の未来への支援
【再掲】

№3117の再掲 推進中

（２）児童虐待対策、少年非行対策、社会的養育の推進
ア　児童虐待からすべての子どもを守り抜くための取組の推進

2201 119 区役所・支所子ども
はぐくみ室の専門性
の向上及び機能の充
実【再掲】

№110１、1201の再掲 推進中

2202 120 児童虐待対策に係る
取組の推進

　すべての子どもを児童虐待から守るため、
児童相談所及び各区役所・支所子どもはぐ
くみ室のこれまでの取組や強みを活かし、そ
れぞれの機関における支援等の充実を図る
とともに、専門性の向上と、より一層の連携
強化を図ります。

推進中 【専門性の向上】
・各機関における法定研修の実施、児童相談所
の虐待判定会議に、子どもはぐくみ室職員が臨
場研修として参加すること等により、専門性の向
上及び相互理解を図っている。
・児童相談所一時保護所を対象に、民間評価機
関による第三者評価を実施。より客観的な評価
を行うことにより、児童相談所一時保護所の質
の確保及び向上を図っている。
【連携強化】
・迅速な情報共有及び適切な進行管理をより徹
底するため、児童相談所と子どもはぐくみ室が必
要な情報を共有するシステム（児童家庭相談シ
ステム）を運用している。同システムでは、児童
相談所と子どもはぐくみ室それぞれにおいて対
応している児童情報を一元的に管理することで、
双方が関わる児童や保護者の状況について、常
に同一の情報を共有することが可能となってい
る。
・国が管理する要保護児童等に関する情報共有
システムの運用を開始し、自治体間の転居や行
方不明児童（ＣＡ情報）に係る情報について、シ
ステム上における自治体間の情報共有を実施
し、迅速かつ的確な情報共有を図っている。

2203 121 児童虐待対応に係る
児童相談所の専門性
の向上と体制強化

　児童福祉司に対し、法定研修のほか事例
検討など充実した研修体制を設けるほか、
弁護士委託による法的対応力向上等、専門
性の向上を図ります。また、国の方針を踏ま
え、児童福祉司等の適正な配置について検
討し、状況に応じた体制の強化を図ります。

推進中 虐待対応等に係る職員の専門性向上を図るた
め、法定研修のほか、各種研修を実施した。
また、児童相談所の体制強化を図るため児童相
談所相談支援第二課に主席児童福祉司（施設
担当）１名を増配置、 児童相談所に児童福祉司
２名及び児童心理司３名を増配置し、また第二
児童相談所に児童福祉司２名及び児童心理司３
名を増配置した。
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
2204 122 子ども虐待防止アク

ティブチーム等による
総合的かつ系統的な
対応

　初期対応（調査含む）については子ども虐
待防止アクティブチーム（初期対応班）が迅
速に対応し、その後、施設入所の場合は子
ども虐待等ケアチーム（心理支援係）、在宅
支援を継続する場合は地域班が引き継ぐこ
とにより、組織的な判断のもと系統的な対応
を行います。

推進中 通告・相談後、速やかに調査や面接等による情
報とアセスメントに基づき子どもの権利を守るた
めに措置などの権限行使を含む相談援助・支援
を計画し、引き継いだ各担当が遂行している。
心理司の増員により、子どもの権利擁護、児童
の心理ケアの観点から、アセスメント・心理ケア
について初期段階からの支援ができた。家族再
統合に向けて、支援プログラム等の実施を積極
的に取り入れた。
　司法審査導入に向けて、ワーキンググループ
での協議や研修等を実施し、令和７年度導入に
向けた準備を進めることができた。

2205 123 保護者支援、家族再
統合の取組の充実

　児童相談所による直接支援だけでなく、保
護者カウンセリングや、虐待に至る親の回
復を支えるプログラム等、保護者支援及び
家族再統合の取組を推進します。

推進中 保護者カウンセリングは、１２世帯計８２回実施し
た。虐待に至る親の回復プログラム（グループ）
は今年度も開始当初５名の参加があり、修了者
については、効果についてポジティブな反応が
あった。
なお、令和６年度については、子どもらの安全を
中心に家庭復帰を目指すための手法として、サ
インズオブセーフティーの実践を積極的に行って
おり、子どもを取り巻く環境（保護者、親族、地
域）の力を生かして、子どもの最善の利益を目指
す動きを活性化させている。

2206 124 区役所・支所子ども
はぐくみ室と児童相談
所、警察、学校や地
域の関係機関等との
連携強化

　児童相談所において、警察との協定に基
づく情報共有や、学校・保育所等の児童の
所属機関との定期的な情報交換・情報共有
を実施するほか、必要な支援につながるよ
う関係機関との連携強化に向けて取り組み
ます。

推進中 ・各区･支所要保護児童対策地域協議会実務者
会議に､京都府警察(各所轄警察署)が参画し､更
なる連携強化に取り組んでいる｡
・ＣＯＣＯ・てらすの開所に伴い、地域リハビリ
テーション推進センターを要保護児童対策地域
協議会の構成員に追加し、守秘義務のもと、保
護者同意がない場合でも要保護児童等に関す
る情報共有が可能となった。

2207 125 要保護児童対策地域
協議会の運営と機能
強化

　虐待を受けた児童等の適切な保護及び支
援を図るため、関係機関との連携により要
保護児童・要支援児童及びその保護者・特
定妊婦に関する情報共有や支援内容につ
いて、より深い協議や効果的な連携が可能
となるよう運営を行います。

推進中 ･ 要保護児童対策調整機関の調整担当者向け
研修(法定研修)や､子どもはぐくみ室の職員が､
児童相談所の虐待判定会議への臨場研修とし
て参加する等､より効果的な運営を図れるよう取
り組んでいる｡
・京都精神神経科診療所協会へ、連携強化のた
めの協力依頼を行い、要保護児童対策地域協
議会と精神科の連携強化に取り組んだ。

2208 126 児童虐待防止啓発の
ための広報及び民間
団体等と協働した街
頭啓発等の実施

　様々な媒体を利用した広報啓発活動を行
うことにより、児童虐待及びその防止の重要
性に対する市民の意識の向上を図り、子ど
もを守り育てる社会の形成に寄与します。

推進中 ･ 啓発ポスターについては､関係施設等での掲
示を実施。
･ 令和６年11月１日(金)及び２日(土)の日没から
午前０時までの間､ニデック京都タワーを｢オレン
ジリボン運動｣のシンボルカラーであるオレンジ
色にライトアップ｡

2209 127 子育て支援短期利用
事業（ショートステイ、
トワイライトステイ）の
充実

　ショートステイ（保護者の疾病、看護、事
故、災害などにより、家庭での養育が一時
的に困難となった児童を一定期間養育）や、
トワイライトステイ（仕事の都合などで帰宅
が一時的に遅くなり、児童に対する生活指
導や家事の面で困難を生じている場合に、
その児童を預かる）を推進します。

推進中 令和５年度から本体施設を持たない事業所（２
か所）へ専従職員配置支援加算を行うことで、安
定した職員配置により一定の受け皿の確保がで
きている。

2210 128 母子生活支援施設を
活用した支援【再掲】

№2503の再掲 推進中
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
イ　少年の非行防止と立ち直りを支援するための取組の推進

2211 129 若者を非行から守る
活動や社会を明るく
する運動などの地域
の団体の取組の支援

　若者の非行防止及び地域の環境浄化活
動に取り組む青少年育成団体への支援を
行うことにより、若者を非行から守る活動等
を促進します。

推進中 京都市保護司会連絡協議会への支援を通じて､
若者を非行から守る活動等を促進した｡

2212 130 非行少年立ち直り支
援プログラムの推進

　京都府の「立ち直り支援チーム」や関係機
関と連携し、青少年活動センターにおけるボ
ランティア活動等の支援プログラムの実施
を通じて、非行少年の立ち直りを支援しま
す。

推進中 京都府の｢立ち直り支援チーム（ユースアシス
ト）｣に協力し､家庭裁判所に送致され係属中の
少年を参加対象にして､月1回の地域清掃活動を
行った｡

2213 131 京都府警察（少年サ
ポートセンター）が行
う相談事業との連携

　京都府警察（少年サポートセンター）にお
いて実施している非行問題や犯罪被害等の
少年に関する相談事業と連携することによ
り、様々な悩みや課題を有する子ども・若者
に対する支援を行います。

推進中 本市職員を派遣することにより緊密な連携を
図った｡

2214 132 全市立小・中・高等学
校における非行防止
教室及び薬物乱用防
止教室の実施

　少年の非行防止を図るため、京都府警察
の警察官又は警察OBを講師とする非行防
止教室を全小・中・高等学校で実施し、薬物
乱用の有害性・危険性に関する指導の充実
に向け、本市独自の「薬物乱用防止教育ス
タンダード」を作成するとともに、警察官や学
校薬剤師等の外部講師による「薬物乱用防
止教室」を全小・中・高等学校で実施し、対
象とする学年の拡大も図ります。

推進中 ・市立小学校・中学校・義務教育学校・高等学
校・総合支援学校の全校における非行防止教室
の実施。
・市立小学校・中学校・義務教育学校・高等学校
全校における薬物乱用防止教室の実施及び薬
物乱用防止に係る教職員研修の実施。
・｢薬物乱用防止教育スタンダード｣の活用｡

ウ　「子どもの最善の利益」を実現する社会的養育体制の整備
2215 133 子どもの権利保障の

理念を踏まえた取組
の実施（「子どもの権
利ノート」の活用等）

　児童福祉法に規定される「子どもの権利保
障」の理念に基づき、児童福祉施設で生活
している子どもたちに配布している「子ども
の権利ノート」の活用等により、当事者であ
る子どもに「子どもの権利」について伝える
とともに、意見表明の手段や手法を保障す
るための取組を行います。

推進中 施設に入所する児童等を対象に、「子どもの権
利ノート」を配付し、入所施設等で安心して過ご
すことができるよう意見表明の手段を確保してい
る。また、里親に委託する児童に対しても令和６
年度に新たに里親委託児向けの子どもの権利
ノートを作成しこちらを使用している。

2216 134 すべての乳児院・児
童養護施設における
里親支援専門相談員
の配置

　充実した里親支援を行うため、措置費加
算を活用し、本市が所管するすべての児童
養護施設（７箇所）及び乳児院（２箇所）に里
親支援専門相談員を配置します。

推進中 ・全ての乳児院､児童養護施設に里親支援専門
相談員を配置済み｡
・里親相互の交流支援の実施や里親家庭への
訪問相談､レスパイト事業を実施｡

2217 135 里親・ファミリーホー
ム へ の 支 援 の 推 進
（相談・研修の実施、
ボランティア・レスパイ
トケアの受入れ等）

　児童相談所、本市所管の児童養護施設及
び乳児院に配置している里親支援専門相談
員及び里親制度の普及啓発や相談支援を
担う里親支援機関それぞれによる支援のほ
か、３者で構成する里親支援連絡会におい
ても、全市的な里親支援を実施します。

推進中 ・施設不在区の里親を対象に相談受付や訪問
支援等を行う新たな里親支援拠点として､きょう
と里親支援・ショートステイ事業拠点｢ほっとは
ぐ｣を運営し､相談支援体制を充実｡

2218 136 里親への包括的な支
援を行うフォスタリン
グ 体制 （里 親の リク
ルートから委託後の
支援までの包括的な
支援体制）の構築

　主に養育里親への包括的な支援体制
（フォスタリング体制）を整備し、リクルートか
ら委託後の相談まで、児童相談所を中心と
した体制の下で支援を行います。また、里親
制度について、市民や実親に対する認知向
上、理解促進を目的として普及啓発の取組
を実施し、なり手の増加、委託推進及び社
会で子どもを養育するという「はぐくみ文化」
の醸成を推進します。

推進中 前年度に引き続き、児童相談所と各関係機関が
協働し、里親家庭への支援を行った。
令和６年度は年間10回里親制度説明会を各区
役所で実施した。里親登録希望者だけではなく、
里親制度に興味関心のある市民の方も対象と
し、幅広く「里親制度」を知っていただく機会とし
た。（参加延べ人数：９５人）
民生児童委員や市営保育所長会における周知
など、より関心が高いと考えられる対象に対して
制度説明等を実施した。
京都市里親会での啓発活動や、里親支援連絡
会とともに、10月の里親月間を中心に、市内
ショッピングモールで里親制度説明コーナーを設
置する等、たくさんの方へ里親制度について知っ
ていただく機会を設けた。
里親への一時保護委託については、困難なケー
スを含む23件の委託を行った。
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
2219 137 里親支援に係る児童

相談所の専門性の向
上と体制強化

　主に養育里親への支援を行うフォスタリン
グ機関である児童相談所について、里親等
のリクルートから委託後までの相談等の支
援を行うため、体制の整備、機能強化を行
います。

推進中 令和2年度から、児童相談所にいる専任の職員
が里親支援を担っている。
児童相談所と各施設里親支援専門相談員など
の里親支援機関で構成する「里親支援連絡会」
を月2回（年間24回）開催し、委託推進、里親支
援の議論、情報共有等を行っている。里親支援
のスキルアップのため、内部研修については４
回実施した。
また、各施設の里親支援専門相談員について
は、所属施設の入所児童の里親委託推進や、
退所児童のアフターケアとしての里親支援のみ
ならず、退所児童以外を含めた地域支援として
の里親支援を、ほっとはぐとともに、担当ブロック
において行った。
・令和３年度から各区役所・支所で里親制度説
明会を実施しており（令和６年度実績：10回）、里
親登録希望者だけでなく、里親制度に興味関心
のある市民の方も対象とし、幅広く制度を知って
いただく機会としている。令和６年度は延べ９５
人の参加があり、内、年度末までに１６世帯から
里親登録申請があった。

2220 138 ファミリーホームの設
置推進（里親等による
開設の検討・実施）

　運営の安定化のため、国に対して財政措
置の要望を行うとともに、本市における設置
推進の取組について検討・実施します。

推進中 ・ファミリーホーム開設への相談援助の実施
・令和６年度国家予算要望において措置費の単
価設定、支給について要望活動の実施

2221 139 乳児院・児童養護施
設等の高機能化、多
機能化・機能転換及
び小規模かつ地域分
散化の推進

　乳児院・児童養護施設等における新たな
職員の配置等により支援体制の充実を図る
ほか、より家庭に近い生活環境とするため
に、生活単位の小規模化（ユニット化）や、
地域に設置したグループホームにおける手
厚い養育を実施します。

推進中 高機能化､多機能化･機能転換及び小規模かつ
地域分散化の支援のため、社会的養護関係施
設機能強化補助金事業を継続。

2222 140 児童養護施設等退所
児童のアフターケア
の充実（訪問相談、交
流事業の実施等）

　里親等や社会的養護関係施設等に措置
委託されている児童に対し、個々の状況に
応じて、社会的自立のために必要な支援を
実施することにより、将来の自立に結びつけ
ます。

推進中 ･ 市所管児童養護施設等に自立支援担当職員
を配置し､社会的自立のために施設入所中から
退所後まで切れ目のない支援を行った｡
･交流事業｢いこいｰな｣を実施し､退所者同士が
安心して過ごせる場を提供した｡
・里親等委託児童に自立支援を目的に、里親等
委託児童自立支援事業を実施した。

2223 141 研修等による施設職
員の質の向上及び施
設職員の処遇改善

　民間児童福祉施設職員が専門性を高め、
よりよい支援が実施できるよう、指定された
研修等を受講した場合に加算の対象とする
ほか、専門性の高い職員の配置による加算
の支給をはじめ、全職員を対象とした処遇
改善の実施等により、施設の支援の質の向
上を推進します。

推進中 措置費や補助金による施設職員の処遇改善を
行った｡

2224 142 専門職員の配置推進
（措置費加算等の活
用）

　虐待等の経験から心に傷をもった子ども
たちには、大人が寄り添い、専門性の高い
ケアを行う必要があるため、措置費や本市
単費の加算等を活用した専門職員の配置を
進めます。

推進中 措置費や本市単費の加算等を活用し､施設に専
門職員(心理療法担当職員､里親支援専門相談
員、看護師など)を配置｡

2225 143 一時保護所の環境改
善のための取組の推
進

　児童福祉センター、地域リハビリテーション
推進センター及びこころの健康増進センター
の３施設一体化整備にあわせ、児童相談所
が運営する一時保護所について、子どもに
とってよりよい環境となるよう、改善を図りま
す。

推進中 ・新しく整備した施設では、男子、女子、幼児の
居住空間をエリア分けするとともに一部の居室
は個室化するなど、プライバシーに配慮し、木材
を活用した温もりのある施設とすることで、子ど
もにとって快適な居住環境を整えた。
・また、３施設の供用施設である体育館やグラウ
ンド等の相互利用により、一時保護児童の余暇
活動の充実を図った。
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
2226 144 国が定める「一時保

護ガイドライン」を踏
まえた一時保護の実
施

　子どもの権利擁護を図り、安心・安全な環
境で適切なケアを提供するなど、引き続き、
一時保護ガイドラインに沿った一時保護を
実施するとともに、３施設一体化整備にあわ
せ、児童相談所が運営する一時保護所につ
いて、子どもにとってよりよい環境となるよ
う、改善を図ります。

推進中 令和7年度からの本格実施に向けて、私物持込
を段階的に導入した。自分の使い慣れた衣服等
を持ち込めることで安心して過ごす姿もみられ
る。
令和6年12月から意見表明等支援事業を導入し
た。じっくり話を聞いてもらうことで「気持ちが軽く
なった」という子どももいた。
　「入所のしおり」は1年かけて検討を重ね、大幅
に修正・改訂を行っている。

2227 145 子育て支援短期利用
事業（ショートステイ、
トワイライトステイ）の
充実【再掲】

No.2209の再掲

推進中

（３）困難を有する若者への支援
ア　早期発見と横断的な支援の推進

2301 146 「切れ目ない支援」の
実現に向けたひきこ
もり支援の充実

　現在、年齢や施策ごとに分かれているひ
きこもりの相談窓口を一つにすることで、市
民にとって分かりやすい支援の入口を示す
とともに、多様化・複雑化した課題を抱える
当事者や家庭に寄り添った支援に取り組み
ます。

推進中 各区役所･支所保健福祉センターを中核とした全
年齢対象の支援体制を構築し､各支援機関との
協働により､支援の受け手を中心とした包括的な
寄り添い支援を推進中
【実績(令和6年度)】
 ･｢よりそい･つなぐ｣相談窓口(京都市ひきこもり
相談窓口)相談件数 369件
･よりそい支援員による支援実施ケース数 89
ケース

2302 147 ひきこもり支援ネット
ワークの再構築

　ネットワークの役割・目的等を明確化した
うえで、年齢にかかわらず切れ目なく支えて
いけるよう、既存のネットワークの再構築に
取り組みます。

推進中 ひきこもり支援ネットワーク構築の場として､行政
区レベルの各区役所･支所ひきこもり支援調整
会議､全市レベルの連携支援推進係長会議に加
え､行政だけでなく､関係機関も含めたひきこもり
支援ネットワーク構築の場として｢ひきこもり支援
ミーティング｣を実施(12月)

2303 148 子ども・若者支援育
成強調月間における
集中的な広報の推進

　子ども・若者育成支援強調月間である１１
月に、市民しんぶんでの事業紹介や当事者
及びその家族、支援者等を対象とした講演
会の開催など広報啓発活動に集中的に取り
組みます。

推進中 令和6年11月「秋のこどもまんなか月間」（旧：子
ども・若者育成支援強調月間）での市民しんぶ
ん（全市版）掲載

2304 149 子ども・若者相談のし
おり（中学生のあなた
へ、高校生のあなた
へ）の配布

　進路未決定状態での卒業・中退や将来的
なつまずきにより支援が必要となった場合
等に、早期に継続的な相談・支援が行える
よう、全市立中学校３年生や全市立高等学
校１年生等に、子ども・若者相談のしおりを
配布します。

推進中 市内の中学校､市内及び市域外の府立高等学
校及び私立中学高等学校等へ｢子ども･若者相
談のしおり｣を配布（令和6年11月）

2305 150 若者サポートステー
ションでの取組の推
進

　就労の意思はあるものの、様々な課題を
抱えている１５歳～３９歳までの若者の職業
的自立を支援するため、相談事業をはじ
め、職業体験や就職セミナー等の支援プロ
グラムの提供など、個別継続的な支援を行
います。

推進中 〇相談件数:2,300件
〇ふれあい職業体験
 　実施回数:285回
 　延べ参加数：811人

イ　地域・民間団体との連携による支援の強化
2306 151 子ども・若者総合相

談窓口での相談活動
の充実と推進

　３０代までのための総合相談窓口として、
相談員が社会参加に向けた悩みや相談に
対応し、支援機関の紹介、情報提供、助言
を行います。

推進中 〇相談件数:503件

2307 152 ＮＰＯ等民間団体が
実施する社会参加支
援事業に対する助成

　社会生活を円滑に営むうえでの困難を有
する方及びその家族の社会参加及び社会
的自立を促進することなどを目的として、Ｎ
ＰＯ等民間団体の実施する社会参加支援事
業に対して助成を行います。

推進中 状況や背景が様々である当事者やその家族に
対し､それぞれの状況等に応じた社会参加の場
を確保することを目的とした｢京都市ひきこもり支
援事業補助金｣を創設(令和6年度採択件数:6件)

2308 153 関係機関と連携した
子ども・若者総合支
援の周知拡大

　各種媒体により、事業や総合相談窓口の
周知に努めるとともに、地域における相談支
援活動や家庭訪問等に関わる方々への周
知や学校等と連携した早期の情報提供を行
います。

推進中 ・　「大学のまち京都・学生のまち京都」公式アプ
リ KYO-DENTで、｢子ども･若者総合相談窓口｣
の情報発信（令和6年5月）
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
2309 154 子ども・若者総合支

援事業研修の実施
　社会生活を円滑に営むうえでの困難を有
する子ども・若者の支援に携わる支援者の
資質向上、支援機関間での活動情報の共
有及び連携強化を目的とし、子ども・若者支
援地域協議会の構成機関及びＮＰＯ等民間
団体に所属する支援者を対象に、実効性の
ある研修会を開催します。

推進中 ･開催日:令和6年11月26日
 ･ﾃｰﾏ:｢子ども・若者の居場所づくりについて｣

･講師：
　認定NPO法人 D×P　広報・ファンドレイジング
部　マネジャー　熊井　香織　氏
　NPO法人 happiness　代表　宇野　明香　氏

2310 155 関 係 機 関 の ネ ッ ト
ワークの再構築

　子ども・若者の支援を行う様々な分野（教
育、福祉、保健、医療、矯正、更生保護、雇
用等）の関係機関の支援ネットワークを再構
築し、困難を有する子ども・若者に対して、
総合的に対応します。

推進中 ｢京都市子ども･若者総合相談窓口｣における関
係機関紹介延べ数:341件（相談者への情報提
供、仲介、関係機関への情報共有の総数）

（４）障害のある子どもへの支援
ア　早期発見・早期支援

2401 156 関係機関との連携に
よる早期発見・早期
支援

　子どもの発達の遅れや特性を早期に発見
し、適切な支援につないでいけるよう、区役
所・支所子どもはぐくみ室や児童福祉セン
ターにおける取組を推進し、児童発達支援
センターをはじめとする関係機関との連携を
強化します。

推進中 発達相談課において、区役所・支所子どもはぐく
み室から受ける乳幼児健診の精健依頼の内容
について、必要に応じやりとりし、児の状況を把
握している。また、児童発達支援センターと共に
園訪問をしたり、療育について医療機関から当
センターの診療部門に紹介が来た際の情報共
有など、関係機関と連携している。

2402 157 身近な地域で支援等
を利用しやすい仕組
みづくりの推進

　特性や状況に応じた支援を早期に受ける
ことができるよう、児童発達支援事業所の設
置や区役所・支所単位での総量規制の導入
による放課後等デイサービスの地域偏在解
消、保育所等訪問支援の利用促進等、身近
な地域で利用しやすい仕組みづくりを推進し
ます。

推進中 令和元年度に導入した放課後等デイサービス、
令和５年度に導入した児童発達支援の総量規
制を継続し､地域偏在解消に取り組んでいる｡

イ　特性や状況に応じた支援の提供
2403 158 重症心身障害児・医

療的ケア児への支援
の仕組みづくりの検
討

　医療的ケア児が必要とする支援の提供に
つながる仕組みづくりについて、福祉・保健・
医療・教育等の関係者による協議の場を設
置し、検討します。
　重症心身障害児等が安心して通所できる
事業所の設置促進をはじめ、技術習得に係
る職員研修の受講促進に努めます。

推進中 平成30年度から､府市協調により医療的ケア児
等コーディネーター養成研修等を実施し､医療的
ケア児等に対する専門的な知識･技術の向上を
図っている｡
加えて､令和2年度から協議の場を開催し､医療
的ケア児等とその家族の日中の居場所づくりや
活動の支援について､保健､医療､福祉､教育等
の関係機関･団体等による情報共有･意見交換
を実施した｡
また、令和５年度から、医療的ケア児等や関係
機関の負担軽減を図るため、医療的ケア児等地
域支援コーディネート事業（モデル事業）を実
施。令和6年度から、事業の実施地域を拡大し、
支援機関へのスーパーバイズ等、取組体制の強
化を図っている。

2404 159 様々な障害や特性に
応じた支援体制の充
実

　発達障害、行動障害等の様々な障害や特
性のある子どもが、適切な支援を受けられ
るよう、支援体制の充実を図ります。
　また、厳正かつ丁寧な監査の実施や事業
所向けの研修の充実により、支援の質の向
上を図ります。

推進中 ･発達障害者支援センターかがやきにおける､特
性アセスメント利用者数:２０人
･障害児通所支援事業所に対する巡回指導を実
施し､支援技術等に係る助言･指導を行った｡(訪
問件数：37件)
・障害児通所支援事業所関係職員に対する研修
を実施した。（延べ171名参加)

ウ　相談・支援・連携体制の強化
2405 160 障害児相談支援の充

実
　区役所・支所子どもはぐくみ室や児童福祉
センター等における相談体制の充実を図り
ます。
　また、サービス利用の際の相談支援の現
状を踏まえつつ、障害児相談支援の拡充を
進め、適切なサービスが提供できる仕組み
づくりを推進します。

推進中 障害児相談支援の利用促進､普及啓発を図っ
た｡
(R6年度末 障害児相談支援支給決定者:7,148
名､相談支援事業所利用者:1,627名)
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
2406 161 教育と福祉の連携に

よる切れ目のない取
組の推進

　保育園・幼稚園等と児童発達支援センター
等との連携や、放課後等デイサービスと児
童館、学校との連携等、就学前・就学後を
通じて関係機関の連携が図られるよう、仕
組みづくりを行います。

推進中 関係機関と連携し､協働体制の強化や障害児支
援の普及啓発等に取り組んだ｡
(自立支援協議会児童部会:2回開催)
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
エ　一人一人のニーズに応じた教育の推進

2407 162 インクルーシブ教育
の理念に基づく一人
一人のニーズに応じ
た教育の推進【再掲】

№1404の再掲 推進中

（５）ひとり親家庭支援
ア　子育てを支える生活支援・相談・居場所づくり、学習支援の推進
生活支援・相談・居場所づくり

2501 163 ひとり親家庭支援セ
ンター「ゆめあす」を
中心としたひとり親家
庭支援

ひとり親家庭支援センター「ゆめあす」を中
心に、ひとり親家庭や寡婦の方の福祉の向
上を図り、自立を支援するため、生活の安
定や就労、家庭や子どもについての相談に
応じたり、講習会などの各種事業を総合的
に実施します。

推進中 ･一般相談(電話･来所･メール)1,042件
･就業相談(電話･来所・メール) 855件
･就職準備セミナー  12回､151人
･法律相談 61人
･パソコン講座 27回､249人
･ファミリーネットワーク事業 12回､225人
･生活支援講習会事業  9回､90人

2502 164 子育て支援短期利用
事業（ショートステイ、
トワイライトステイ）の
充実【再掲】

№2209の再掲 推進中

2503 165 母子生活支援施設を
活用した支援

　母子が生活を共にしながら支援を受けるこ
とができる施設として、増加するＤＶ被害等
により保護が必要な母子に対して、安全で
安心できる生活の場を提供します。

推進中 ・支援が必要な母子に対し児童福祉法に基づく
母子保護及び緊急一時保護を実施し､安全で安
心できる生活の場を提供。

2504 166 ひとり親家庭等日常
生活支援事業の実施

ひとり親家庭や寡婦の方が、就職活動等
の自立促進のために必要な事由や疾病、冠
婚葬祭等で一時的に家事、育児が困難な場
合に、家庭生活支援員の派遣等により家事
援助や保育サービス等の日常生活を支援し
ます。

推進中 利用者:11名　利用回数:312回　支援時間:476時
間

2505 167 ひとり親世帯を対象と
した市営住宅優先入
居

ひとり親家庭（扶養している児童がいる世
帯）が市営住宅に優先的に入居できるよう、
一定の戸数枠を設けて入居者の募集・選考
を行います。

推進中 令和6年度ひとり親世帯優先募集・選考を9月に
実施（例年同一）
募集戸数：10戸、申込件数：13件、入居戸数：4
戸

2506 168 ひとり親家庭支援に
関する情報発信・広
報の実施

ひとり親家庭応援パンフレット等の広報物
をはじめ、ホームページ等のインターネットメ
ディアを活用した周知を行うことにより、効果
的な情報発信・広報を実施します。

推進中 令和6年度実績
ひとり親家庭応援パンフレット発行部数：5,500部

学習支援
2507 169 高等学校卒業程度認

定試験合格支援事業
の実施

ひとり親家庭の親又はひとり親家庭の親
に扶養されている２０歳未満の児童が、高
卒認定試験合格のための講座を修了したと
き及び合格したときに、受講費用の一部を
支給します。

推進中 令和6年度実績
新規受講指定：０件
支給件数：０件

2508 170 生活困窮世帯の子ど
も等に対する学習支
援の実施【再掲】

№2102の再掲 推進中

イ　生活の基盤を支える就労支援、経済的支援の推進
就労支援

2509 171 保育所等待機児童ゼ
ロの継続【再掲】

№1301の再掲 推進中

2510 172 児童館等における学
童クラブ事業の待機
児童ゼロの継続【再
掲】

№1501の再掲 推進中

2511 173 高等職業訓練促進給
付金等事業の実施

ひとり親家庭の親が、１年以上のカリキュ
ラムの受講を必要とする看護師等の対象資
格を取得するため、専門学校等で修学して
いる場合、修業期間中や修了後に給付金を
支給します。

推進中 令和6年度実績
訓練促進給付金:114件(うち6年度新規:51件)
修了支援給付金:63件

2512 174 自立支援教育訓練給
付金の支給

ひとり親家庭の親が、厚生労働大臣指定
講座等を受講し、修了した場合に、支払った
入学金及び受講料の一部を支給します。

推進中 令和6年度実績
講座指定件数:69件
支給件数:47件
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
経済的支援

2513 175 幼稚園、保育園、認
定こども園等におけ
る多子世帯やひとり
親世帯に対する利用
者負担額の軽減

幼稚園、保育園、認定こども園等のうち、
幼稚園の子どもや認定こども園の教育認定
子どもは満３歳～５歳児、保育認定子どもは
３歳児～５歳児が幼児教育・保育の無償化
により、保育園等の０歳児～２歳児について
は、引き続き、多子世帯やひとり親世帯等
の利用者負担額の軽減又は免除により、保
護者負担の軽減を図ります。

推進中 ･市民税所得割額169,000円未満の世帯内3人目
以降の保育料無償化
・以下の場合は、保育料の半額を超えて軽減
（子どもはぐくみ応援額）
〇同時入所の2人目
〇市民税所得割額77,100円以下の世帯内2人目
〇市民税所得割額77,100円以下のひとり親世帯
の世帯内1人目

2514 176 児童扶養手当の支給 父母の離婚等により、父又は母と生計を
同じくしていない児童の母又は父や、父又
は母が身体等に障害のある児童の母又は
父、母又は父にかわってその児童を養育し
ている人に対し、手当を支給します。

推進中 受給資格者:10,510人（令和7年3月末時点）

2515 177 母子父子寡婦福祉資
金貸付の実施

ひとり親家庭の親等に対し、就業に必要な
知識技能の習得や児童の修学に係る費用
等の資金を貸し付けます。

推進中 令和6年度貸付実績：89件

2516 178 ひとり親家庭等医療
費の支給

母子家庭の母、父子家庭の父と児童又は
両親のいない児童などが、医療機関を受診
した際に、窓口で支払う医療費（健康保険の
自己負担額）を助成します。

推進中 ひとり親世帯等に対し､医療費(健康保険の自己
負担額)の助成を実施｡
支給人数 23,414人
支給総額 1,037,272,163円

３　子ども・若者とその家庭をみんなで支え・はぐくむ社会
（１）次代を担う子ども・若者をはぐくむ地域共生社会の推進

子ども・若者を支える支援ネットワークの充実
3101 179 「京都はぐくみ憲章」

の啓発・実践推進
子どもを健やかに育むための市民共通の

行動規範である「京都はぐくみ憲章（子ども
を共に育む京都市民憲章）」の理念が市民
生活の隅々まで浸透するよう、普及・啓発を
促進し、市民ぐるみ・地域ぐるみでの実践行
動を促します。

推進中 ･｢子どもを共に育む京都市民憲章推進協議会｣
の開催
 (表彰選考部会:7月9日、第1回:11月25日､第2
回:3月26日)
･令和6年度｢行動指針｣の策定(6月)､リーフレット
による啓発(6月)
･実践推進者表彰を実施(10月)
※ 京都市自治記念式典と合同表彰
･実践推進者活動紹介リーフレットの作成･配布
(10月)
･京都はぐくみ憲章子育て応援大交流会の開催
（2月）
･啓発ポスターの作成･配布(1月)
・SNSを活用した情報発信、子育て応援インフル
エンサーの任命（8月）

3102 180 京 都 は ぐ く み ネ ッ ト
ワークによる地域に
根差した活動の一層
の推進

子どもの健全育成に関わる団体をはじめ
幅広い分野から１００を超える幹事団体が
参画し、「京都はぐくみ憲章」の理念のもと、
子どもを取り巻く様々な課題の解決のため
の研修会や情報発信を展開します。

さらに、１３の行政区・地域に組織されてい
る実行委員会が地域に根差した取組や啓
発活動等を実施します。

推進中 ･幹事会等の開催(第1回:7月1日､第2回:3月書面
開催)
･行政区別｢はぐくみ｣ネットワーク実行委員会の
取組
(乳幼児保護者と地域の大人との｢子育てトー
ク｣､研修会､身近な子育てについての話し合い
など)
･京都はぐくみ憲章子育て応援交流会(2月）

3103 181 児童福祉センターや
こどもみらい館等の
中核施設の連携強化
及び機能強化

児童福祉センター、第二児童福祉セン
ター、こどもみらい館、こども相談センターパ
トナ、京（みやこ）あんしんこども館等、全市
レベルでの支援を展開する子育て支援の中
核機関がそれぞれの専門的な機能を活かし
ながら相互の連携を強化することにより、更
に効果的・効率的に事業を推進します。

推進中 引き続き､関係機関で連携を図りつつ､より効果
的･効率的に事業を推進できるように努めてい
る｡
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
3104 182 区役所・支所子ども

はぐくみ室の機能強
化（子育て支援コン
シェルジュ機能の更
なる活用等）

子どもに関する総合案内窓口として、保健
と福祉の垣根を越え、切れ目のない支援や
質の高い窓口サービスを提供し、「子育て支
援コンシェルジュ」の役割を担います。

推進中 子どもはぐくみ室では､職員がワンストップで質
の高い窓口サービスを提供する｢子育て支援コ
ンシェルジュ｣として､自らも気付いておられない
ニーズも含めて､個々の家庭の状況やニーズに
気付き､必要とする他の支援策の利用につなぐ
等､適切な支援を実施している｡
各種施策や業務等について､新任職員研修等の
各種研修を実施するとともに､年度末にかけては
｢子どもはぐくみ室のご案内｣リーフレットを改定
し､各区役所･支所子どもはぐくみ室に配布した｡
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
3105 183 ～地域で支える～す

くすく子育て応援事業
の充実

地域の子育て応援者（民生児童委員等）
が、子育て家庭に子育て支援情報を届ける
とともに、子育て相談に応じ、地域の子育て
サロンやつどいの広場等への参加を促しま
す。さらに、区役所・支所子どもはぐくみ室を
はじめとした行政機関と子育て応援者が密
接に連携することにより、行政の持つ各種
施策の活用につなげ、虐待の未然防止・早
期発見を図ります。

推進中 区役所･支所子どもはぐくみ室をはじめとした行
政機関と子育て応援者が密接に連携し､令和６
年度には1,474回実施した。行政の持つ各種施
策の活用を周知するとともに、虐待の未然防止･
早期発見につなげている｡

3106 184 ジュニア消防団の取
組など、地域における
子どもの活動機会の
提供

　小学校４年生～６年生までの少年少女に
対し、消防団活動の体験や地域の防災訓練
への参加等の防火・防災に関する活動機会
を提供するなど、子どもが地域活動や社会
体験などを通じて社会とつながる機会を提
供し、子どもの自己成長を促進するととも
に、地域の担い手を育成します。

推進中 【ジュニア消防団入団状況】
620名が在籍（令和6年度末）

3107 185 若者の地域交流事業
の推進【再掲】

№1708、3304の再掲 推進中

3108 186 地域に開かれた施設
運 営 の 一 層 の 推 進
（幼稚園、保育園、認
定こども園、児童館
等）【再掲】

№1210の再掲 推進中

3109 187 身近な地域の子育て
支援施設の連携強化
（地域子育て支援ス
テーション事業）【再
掲】

№1211、1511の再掲 推進中

3110 188 学校運営協議会の設
置拡大と取組の充実

　京都方式による学校運営協議会の設置、
また小中合同学校運営協議会の設置の更
なる拡大を推進するとともに、保護者・地域
の方々と協働しながら、学校運営協議会の
取組の一層の充実を図ります。

推進中 学校運営協議会設置数：２５６校園（全校園に設
置完了）
小中合同の学校運営協議会数：４９中学校区

3111 189 ＰＴＡ、おやじの会に
よる子どもの健全育
成のためのイベント
や研修会の実施

　ＰＴＡやおやじの会が、催しや研修会など
を通して、子どもの健全育成を図るととも
に、子育てに関わる者同士の交流を深め、
子どもたちの健やかな育ちを支援するネット
ワークの活性化を図ります。

推進中 ・PTA
全市対象の研修会の実施をはじめ、各校種の研
修会を含め年間１０回の指導者研修会を開催し
た。

・おやじの会
　学校を拠点に様々な活動に参画することによ
り、地域で子どもを育む機運の醸成、学校運営
における父親の参加促進が図られ、PTAや地域
諸団体との連携した地域の見守り活動などが実
現している。

3112 190 ス ポ ー ツ 少 年 団 、
ボーイスカウト・ガー
ルスカウト等の育成
団体との連携

　若者の健全育成に大きな役割を担うス
ポーツ少年団、ボーイスカウト・ガールスカ
ウト等の青少年育成団体と連携し、地域ぐ
るみで若者を育む取組を推進することによ
り、若者の体力向上はもとより、自己成長や
社会参加のきっかけづくりを行います。

推進中 （京都市スポーツ少年団）
・京都市スポーツ少年団の登録状況:団数133
団､団員数2,804人､指導者数285人､役員･スタッ
フ数176人
（ボーイスカウト・ガールスカウト）
・ボーイスカウト指導者講習会を4回開催し､57名
が修了｡
・ガールスカウトリーダー養成講習･指導者研修
会等を15回開催及び年間通じてのリーダーの集
いにおいて､延べ131 名が参加｡
　※　府内（他市町村での開催を含む）

3113 191 地域の見守り活動な
ど、地域ぐるみによる
歩行空間の安心・安
全の確保

地域ぐるみでの子どもたちの見守りや交
通指導等を推進します。また、子どもの移動
路等の安全確保についても、警察署、土木
みどり事務所などの関係機関とも連携しな
がら対策を推進します。

推進中 ・警察官OBなどから｢スクールガード・リーダー｣
14人を委嘱し､担当小学校区の巡回指導及び見
守り活動への助言を実施｡

・｢学校安全ボランティア｣として約2万人が見守り
活動に参画｡
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
3114 192 文化芸術による共生

社会実現に向けた基
盤づくり事業【再掲】

№2106の再掲 推進中

3115 193 京都市外国籍市民総
合 相 談 窓 口 に お け
る、外国籍の子ども・
若者や子育て家庭に
関する相談に対する
適切な情報提供など
の支援

京都で暮らす外国籍市民の方が、出産・
子育て・子どもの教育・雇用・医療・福祉・在
留手続等に係る相談事が生じた際に、適切
な窓口に迅速に到達することができるよう、
京都市国際交流会館において、相談業務を
実施します。

推進中 <令和６年度の相談実績（一部抜粋）＞
出産・子育てに関する相談１,１８５件

3116 194 多文化共生に向けた
取組の推進（学校に
お け る 日 本 語 指 導
等）【再掲】

№1411の再掲 推進中

3117 195 寄付などを通じた民
間活力による子ども・
若者の未来への支援

　様々な事業体験や寄付をしたいと思って
いる市民や企業と子ども・若者とをつなぐな
ど、市民・地域ぐるみで、子どもや若者の未
来を支えていくまちづくりを推進します。

推進中 ・子育て支援ポータルサイト「はぐくーも
KYOTO」・広報紙「あつまれ！京(みやこ)わくわく
のトビラ」で「京都市はぐくみ未来応援事業」の情
報発信
　・ダイドードリンコ（株）との連携協定締結（令和
４年９月）に基づく京都市子ども・若者未来応援
自動販売機の設置(令和７年１月２０日時点３５
台設置)
　・「地域の子育て支援応援型～きょうはぐふぁ
んど」の実施（寄付件数：124件、寄付金額：
4,728,500円）

（２）親育ち促進
ア　親として学び、育ち合う取組の推進

3201 196 乳幼児と中高生世代
等との触れ合い体験
の取組の推進【再掲】

№1509の再掲 推進中

3202 197 「 子 ど も を 共に 育む
「親支援」プログラム」
の実践・推進

親自身が「親」としての心構えや必要な知
識・技術等を子どもの発育・発達段階に応じ
て身につけるプログラムを展開し、親育ちや
仲間づくりにつなげます。

推進中 学校･幼稚園･保育園･区役所･支所の子どもは
ぐくみ室･こどもみらい館等において､ 711回開催
し､ 6,134名が参加｡（令和6年度児童館分集計中
のため未計上（令和7年12月頃確定予定）

イ　子育ての楽しさ、素晴らしさを感じることができる環境づくり
3203 198 新生児等訪問指導事

業（こんにちは赤ちゃ
ん 事 業 ） の 実施 【再
掲】

№1202の再掲 推進中

3204 199 家庭訪問による継続
的個別支援の充実

妊娠や子育てに対して不安を抱えている
など、支援を必要とする家庭を対象に、区役
所・支所子どもはぐくみ室の職員が、家庭訪
問をはじめとした相談対応や、必要な子育
て支援施策へのつなぎを通して、個々の子
育て家庭の状況に応じた継続的な支援に取
り組みます。

推進中 訪問実績
･実家庭数 751件
･延件数 1,643回

3205 200 子育て支援機関によ
る子育て相談事業の
推進

児童福祉センター、こどもみらい館、京（み
やこ）あんしんこども館、区役所・支所子ども
はぐくみ室、幼稚園、保育園、認定こども
園、児童館、子育て支援活動いきいきセン
ター（つどいの広場）など、子育て支援機関
による子育て相談事業を推進します。

推進中 ・伏見区と南区の計2か所で新たに開設し､市内
41か所において、乳幼児親子のつどいの広場を
実施した。
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
3206 201 地域や関係機関との

協働による「子育て応
援」に資する情報発
信

京都はぐくみネットワークをはじめとする地
域や関係機関と協働し、子育て応援につな
がるアイデアを募るとともに、子育てに関し
て特色のある実践活動を行っている団体等
を表彰するなど、市民・地域ぐるみで子育て
の楽しさ・素晴らしさを積極的かつ継続的に
発信します。

推進中 ･京都はぐくみ憲章実践推進者表彰を実施(10
月)
※京都市自治記念式典と合同表彰
･｢はぐくみ写真&我が家のマイルール｣の募集(8
月27日～10月31日)
･広報紙｢あつまれ！京（みやこ）わくわくのトビ
ラ｣(年6回､各号16.2万部発行)において、京都な
らではの子育て支援情報やイベント等を掲載
・SNSを活用した情報発信
・「京都市子育て応援インフルエンサー」に、くー
ちゃんままさん（＠kyoto_withqoo）及びなるさん
（なるさん（＠kyoto_mamalife）を任命し（8月7
日）、本市の子育て・教育環境の魅力を京都市
内外に幅広く発信

3207 202 京都はぐくみアプリ等
の子育て支援情報発
信事業の充実

子育て支援施策の情報や相談窓口など子
育てに必要な情報を提供することにより、子
どもを安心して産み、健やかに育てられる環
境を整備します。また、Webサイトやスマート
フォンアプリの活用により、外出時に必要な
設備のある施設の案内や、イベント情報の
リアルタイム発信など、より利便性を高めた
子育て関連の情報発信を行い、情報を得や
すい環境を整備します。

推進中 ・昨年度に引き続き、民間事業者の母子健康手
帳アプリを活用し、予防接種のスケジュール管
理など、乳幼児を中心とした子育て世帯が利用
しやすい「京都はぐくみアプリby母子モ」を運用
し、情報発信等を行った。
　ダウンロード数：2,370
　
・昨年度に引き続き、子育て支援に係る制度や
イベント情報、施設情報等を網羅的に、かつ検
索性や機能性を向上させて提供するとともに、
24時間356日子育て施策に回答可能なAIチャット
ボットを実装した子育て支援ポータルサイト「はぐ
くーもKYOTO」を運用し、情報発信を行った。
　ページビュー数：457,465

（３）「真のワーク・ライフ・バランス」の促進
ア　京都ならではの市民力、地域力、文化力をいかした地域活動や文化・芸術振興の推進

3301 203 京都ならではの伝統
文化教育など、「ほん
もの」の文化・芸術に
触れる機会の創出

すべての小・中・高等学校における茶道・
華道体験の機会創出（小・中は令和元年度
から段階的に実施校を拡大）や、和装・能楽
などの専門家派遣による京都に息づく伝統
文化等に触れる活動の充実を図り、わが国
の伝統と文化を理解し、それらを尊重する
態度を育成します。

また、「ほんもの」の魅力が伝わる場所、
伝統的な和の空間（能楽堂、寺院、神社等）
や、美術館・コンサートホール等で、子ども
たちが文化芸術の公演を鑑賞する機会を創
出します。

推進中 ・伝統公演授業（ようこそ和の空間）
　約750名（市内中学校7校）
・文化芸術授業（ようこそアーティスト）
　能楽（6年度：10校）、日本舞踊（6年度：2校）、
茶道（6年度：2校）、華道（6年度：4校）
・「KYOTO ART BOX for KIDS」にて、イベント約
2,000件、コラム３件を掲載
・古典の日を契機とした伝統文化体験の充実等
　【和装（R6年度：30校）、日本舞踊（R6年度：12
校）、茶道（R6年度：11校）】
・全市立小学校での茶道体験全校実施
・全市立中学校での華道体験全校実施

3302 204 京の年中行事など、
季節・生活・まちを彩
る暮らしの文化に触
れる機会の充実

町家等を活用した茶道、華道、香道等の
文化を体験する機会の創出や、食文化をは
じめとする京都ならではの衣食住の習慣や
年中行事等を継承する取組等、文化芸術と
暮らしを結び付ける取組を実施します。

推進中 京料理の歴史や文化を学ぶ京料理講座と実際
に京料理店での食事を体験する「京料理親子体
験教室事業」を実施（参加者：60名）。

3303 205 児童館等における文
化芸術・社会体験事
業の実施【再掲】

№1514の再掲 推進中

3304 206 若者の地域交流事業
の推進【再掲】

№1708、3107の再掲 推進中

3305 207 若者のボランティア活
動・地域活動の促進
【再掲】

№1709の再掲 推進中

イ　柔軟で多様な働き方の実現に向けた取組支援
3306 208 「働き方改革」に取り

組む企業等の先進事
例の収集及び波及・
浸透

企業等が主体的に「働き方改革」に取り組
む後押しをするべく、各種媒体やウェブサイ
トを通じて、先進事例や特色のある取組を
「見える化」し、他の企業等に波及・浸透させ
ます。

推進中 各種媒体やポータルサイト（京都style真のワー
ク・ライフ・バランス応援WEB）を通じ、真のワー
ク・ライフ・バランスを積極的に推進する企業や
京都市役所の取組を発信した。
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№ 施策数 事業内容 実施状況 令和６年度の主な成果取組名
3307 209 地域・保護者と共に

進める、学校、幼稚
園、保育園、認定こど
も園、児童館等の働
き方改革の推進

　保護者や地域の御理解・御協力のもと、教
職員等が子どもと向き合う時間を確保し、い
きいきとやりがいをもって働くことのできる職
場環境づくりに努め、質の高い教育・保育等
を実践できるよう、一層の学校、幼稚園、保
育園、認定こども園、児童館等の働き方改
革を推進します。

推進中 ・令和2年3月に策定した京都市「学校・幼稚園に
おける働き方改革」方針をもとに、令和2年度か
ら令和6年度までの5年間において、教員の負担
軽減や子どもと向き合う時間の確保に向けて、
校務支援員の全校園配置等の人的措置やICT
を活用した校務効率化など、働き方改革の推進
を図ったことから、学校・幼稚園における時間外
在校等時間は大幅に改善している。計画期間の
終了に伴い、これまでの成果と課題を踏まえた
新方針として、「学校・幼稚園における働き方改
革推進方針」（計画期間：令和7～11年度の5年
間）を令和7年3月に策定し、引き続き、時間外在
校等時間の縮減を進めつつ、教職員が働きやす
く、働きがいのある環境で子どもへの教育に向き
合えるよう、教職員のウェルビーイング向上に向
けた取組を進める。

3308 210 「真のワーク・ライフ・
バランス」実践のため
の情報発信の充実

「真のワーク・ライフ・バランス」の理念の
普及や実践の促進を図るべく、市民全体の
意識の醸成、柔軟な働き方が実現できる労
働環境の整備など様々な段階についての具
体例やエピソード等を、市民や企業に向け
て、各種媒体やウェブサイトを通じて発信し
ます。

推進中 ポータルサイト（京都style真のワーク・ライフ・バ
ランス応援WEB）において、企業における真の
ワーク･ライフ･バランス実践例等を発信した。
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第２期京都市子ども・子育て支援事業計画の実績について 

 

１ 幼児教育・保育の量の見込み並びに提供体制の確保実績について      幼保 

対象となる 

施設・事業所 

【特定教育・保育施設】認定こども園、幼稚園、保育園（所） 

【特定地域型保育事業】 

 小規模保育事業、家庭的保育事業， 

 居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業 

教育・保育提供区域  第三次区域 

 

（１）２０２４（令和６）年度の量の見込みと実績 

   ２０２４（令和６）年度末時点で小規模保育事業や幼稚園の預かり保育事業も含めた 

保育必要量を３４，６７０人と定めていたところ、２０２４（令和６）年度実績での保育 

確保量は３５，３０４人となりました。 

  （単位：人） 

年度 
令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

見込 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績 

保

育 

０ 

歳児 

小学校入学前児童 9,697 9,360 9,496 8,818 9,348 8,457 8,398 8,131 8,237 7,413 

保育の量（３号） 4,712 3,545 4,734 3,562 4,774 3,540 4,492 3,269 4,210 3,081 

 保育利用率 48.6% 37.9% 49.9% 40.4% 51.1% 41.9% 53.5% 40.2% 51.1% 41.6% 

１・２ 

歳児 

小学校入学前児童 19,731 19,825 19,150 18,787 19,024 17,820 16,977 17,036 16,554 16,315 

保育の量（３号） 11,648 11,967 11,652 11,904 11,923 11,724 11,432 11,493 10,941 11,149 

 保育利用率 59.0% 60.4% 60.8% 63.4% 62.7% 65.8% 67.3% 67.5% 66.1% 68.3% 

３～５ 

歳児 

小学校入学前児童 31,470 31,607 30,882 30,786 29,538 29,266 27,817 27,911 26,318 26,489 

保育の量（２号） 20,018 22,086 19,970 22,180 19,389 21,743 19,454 21,307 19,519 21,074 

 保育利用率 63.6% 69.9% 64.7% 72.0% 65.6% 74.3% 69.9 76.3% 74.2% 79.6% 

３～５歳児 教育の量（１号） 11,452 12,626 10,912 9,090 10,149 8,472 9,389 7,599 6,799 7,039 

保育計 

小学校入学前児童 64,246 60,792 59,528 58,391 57,910 55,543 53,192 53,078 51,109 50,217 

保育の量 36,938 37,598 36,356 37,646 36,086 37,007 35,378 36,069 34,670 35,304 

 保育利用率 59.7% 61.8% 61.1% 64.5% 62.3% 66.6% 66.5% 68.0% 67.8% 70.3% 

※ 各年度とも年度末時点の数値 

 

（２）達成状況 

第１期「京都市子ども・子育て支援事業計画」においては、市内３４の教育・保育提供区域

ごとに保育ニーズを見込んで、各地域の状況に応じた受け皿拡大等の取組を進めてきました。 

令和２年度以降は、全市的な保育ニーズが横ばいになる中、地域別に見ると保育ニーズの増

減に大きなバラツキがあり、地域によっては減少に転じるところが出てくると見込まれたため、

第２期「京都市子ども・子育て支援事業計画」においては、保育ニーズの増加が見込まれる地

域に限定してピンポイントで児童受入枠の拡大を図ることとしており、３５の提供区域のうち

１６の提供区域で１，５５３人分の保育提供体制を確保することとしています。 

令和４年度は、事業計画中間年度であり、見込以上の就学前児童数の減少等の理由により、

計画値と実績値にかい離が生じていたことから、確保必要量を３の提供区域、１５０人分とな

るよう計画の中間見直しを行っております。 

令和５年度は、保育所１か所新設により４０名の受入枠を確保しました（令和６年４月に開

所）。 

令和６年度は、保育所 1か所の増改築により、１０名の受入枠を確保しました（令和７年４

月に定員増）。  
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２ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに確保実績について 

本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

①区役所・支所保

健福祉センター子

どもはぐくみ室に

おける相談・支援 

【利用者支援事業】 

子家 

量の見込み 

確保方策 箇所数 

（箇所） 

14 14 14 14 14 

実績 14 14 14 14 14 

現状と課題 

・ ２０１７（平成２９）年５月、利用者支援の更なる充実を目的に、

福祉と保健の垣根を取り払い、全１４区役所・支所に設置した「保健

福祉センター子どもはぐくみ室」では、子どもや子育て家庭に関する

支援施策をワンストップで総合的に案内する「子育て支援コンシェ

ルジュ」の取組を実施しており、引き続き身近な地域の子育て支援施

設や関係団体との連携を強化していく必要があります。 

・ また、２０１９（令和元）年４月からは、同室において、訪問や地

域の関係機関と協力した見守り等によって状況を把握したうえで、

課題や困りを抱える子どもや子育て家庭に寄り添う支援を強化して

おり、児童虐待の未然防止・再発防止を徹底する必要があります。 

 

 

 

②時間外保育事業 

【延長保育事業】 

幼保 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用者数 

（人日） 

472,700 472,700 472,700 472,700 472,700 

実績 402,790 389,466 367,527 336,961 280,025 

現状と課題 

・ ２０１５（平成２７）年度から２０２４（令和６）年度にかけて、

実施施設を約４０箇所増やし、提供体制の確保に努めてきました。 

（２０１４（平成２６）年度：１９５箇所／２６０箇所、 

２０２４（令和６）年度：２３４ 箇所／２９２箇所） 

・ 一方で、２０１５（平成２７）年度の子ども・子育て支援新制度の

開始以降、各施設が従来の閉所時間より保育標準時間の終了時間を

遅い時刻に設定する傾向がみられ、児童が利用する時間帯が従来と

同一であっても、時間外保育に当たらなくなったことから利用実績

は減少傾向にあります。 

・ 時間外保育の利用は、保護者の就労状況や生活状況等によって左右

されるものであり、２０１８（平成３０）年度以降減少傾向にありま

すが、量の見込みに対する必要な提供体制は確保できており、引き続

き、時間外保育に対する市民ニーズや地域バランスも考慮しながら、

提供体制の確保に努めていきます。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

③一時預かり事業

（保育所型） 

【一時預かり事業

（一般型）】 
幼保 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用者数 

（人日） 

52,000 52,000 52,000 52,000 52,000 

実績 24,763 26,467 28,945 28,693 26,169 

現状と課題 

・ ２０１５（平成２７）年度から２０２５（令和７）年度にかけて、

実施施設を１４箇所増やすなど、保護者の利便性が高まるよう、提供

体制の確保に努めてきました。 

（２０１４（平成２６）年度：５０箇所／２６０箇所、 

２０２５（令和７）年度（８月１日時点）：６４箇所／２８４箇所） 

・ 一方で、２０１５（平成２７）年度の子ども・子育て支援新制度の

開始以降、従来からの一時預かり事業利用者のうち、概ね月４８時間

以上の就労等を理由とする利用者については、保育短時間認定によ

る保育利用への移行が進んでおり、就労等を理由に利用する一時預

かりの利用実績が年々減少する傾向となっています。 

・ また、２０２０（令和２）年度以降においては、新型コロナウイル

ス感染症の影響により年間を通してコロナ禍以前よりも利用が少な

く、見込みを下回ったと考えられます。 

・ 一時預かり事業に対する市民ニーズや地域バランスも考慮しなが

ら、必要な提供体制の確保に努めていきます。 

④幼稚園における

預かり保育（市立・

私立幼稚園） 

【一時預かり事業

（幼稚園型）】 

幼保 

学校指導課 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用者数 

（人日） 

539,271 529,299 506,120 490,935 477,525 

実績 530,809 560,619 514,833 524,592 483,486 

現状と課題 

・ 幼稚園における預かり保育に対する支援により、私立幼稚園等にお

いては、２０２４（令和６）年度、全園（９５園）で預かり保育を実

施し、保育要件を満たす約２，７００人の幼稚園児が利用していま

す。 

・ ２０２０（令和２）年度については、新型コロナウイルス感染症の

影響により見込みを下回ったと考えられますが、２０２１（令和３）

年度以降においては、量の見込みを上回る状況が続いています。 

・ 近年、共働き世帯が増加していることを踏まえ、幼稚園では、保育

ニーズに応えるために、預かり保育の通年化・長時間化など、預かり

保育の充実が図られており、本市においても、私立幼稚園における預

かり保育体制の整備に対し補助を実施するなど、預かり保育の支援

に取り組んでいます。 

・ 引き続き、預かり保育に対する市民ニーズや地域バランスも考慮し

ながら、必要な提供体制の確保に努めていきます。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑤病児・病後児保

育 

【病児保育事業】 

幼保 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用者数 

（人日） 

6,600 6,600 6,600 6,600 6,600 

実績 1,697 4,328 4,457 6,002 5,362 

現状と課題 

・ ２０２１（令和３）年度においては、病児・病後児保育施設２箇所

の新設により、運営体制の充実を図ってきました。 

２０２４（令和６）年４月１日時点：計１０箇所、定員５７名（病

児・病後児保育併設型９箇所、病児保育型１箇所） 

・ また、２０２１（令和３）年１月から、利用者の利便性向上を図る

ため、パソコンやスマートフォンで施設の空き状況を確認できるシ

ステムの運用を開始しています。 

・ 病児保育については、季節による需要の変動があり、感染症の流行

期など、時期によってはキャンセル待ちが発生する一方で、利用申込

がない日もあり、実施施設によっても稼働率に開きがあることから、

着実に整備が進んでいるものの、量の見込みに対して、確保実績が下

回る結果となっています。 

・ なお、２０２０（令和２）年度においては、新型コロナウイルス感

染症の影響により見込みを下回ったと考えられ、著しく利用実績が

低下しましたが、２０２１（令和３）年度以降はコロナ禍以前の水準

に回復しています。特に２０２３（令和５）年度は、新型コロナウイ

ルスの５類移行により、外出自粛等の制限が緩和された影響で風邪

等が流行したと考えられ、急激に利用が増加しました。 

・ 引き続き、地域バランスや交通の利便性等を考慮しながら、新設や

既存施設の定員数の拡充を図り、利便性の向上とともに稼働率の向

上を図っていきます。 

 

⑥児童館・学童ク

ラブ事業、放課後

ほっと広場、地域

学童クラブ事業補

助 

【放課後児童健全

育成事業】 

育成 

量の見込み 

確保方策 
利用 

者数 

（人） 

14,956 15,245 15,558 15,641 15,631 

実績 15,135 15,103 15,483 16,198 16,861 

現状と課題 

・ 条例で定める「面積（児童１人につき概ね１．６５㎡以上）」及び

「支援の単位ごとに２名以上の職員(うち１名は有資格者)の配置」

などの基準に基づいた運営を行うため、小学校の余裕空き教室の活

用等によって実施場所を確保するなどの取組を実施した結果、２０

２５（令和７）年度当初で１４年連続の待機児童ゼロを実現しまし

た。 

・ 利用ニーズに応えるために、引き続き新たな実施場所や職員の確保

を図っていきます。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑦家庭訪問による

継続的個別支援

（子どもはぐくみ

室職員による支

援） 

【養育支援訪問事

業】 

子家 

量の見込み 

確保方策 
利用 

者数 

（人） 

1,319 1,283 1,247 1,213 1,180 

実績 917 855 927 819 751 

現状と課題 

・ ２０１９（令和元）年度からは、これまで児童相談所が対応してい

た、虐待が危惧されるケース及び軽度の虐待があると認定されたケ

ースについて、子どもはぐくみ室及び京北出張所が主となって対応

することとなり、子どもはぐくみ室職員のスキルアップとともに、地

域との連携など支援体制の更なる構築にも取り組んでいく必要があ

ります。 
・ 関係機関との連携が密になることで地域での支援や見守りが強化

され、実績が量の見込みを下回っていると考えられます。 
・ 引き続き、家庭訪問や電話連絡、タブレット端末を用いたオンライ

ン面接等、状況に応じた支援方法によりきめ細やかな支援を実施し、

さらに、地域の関係機関と密に連携し、課題や困りを抱える子どもや

子育て家庭に寄り添う支援を行ってまいります。 
 
 

⑧家庭訪問による

継続的個別支援

（育児支援ヘルパ

ー派遣事業） 

【養育支援訪問事

業】 

子家 

量の見込み 

確保方策 
利用 

者数 

（人） 

201 202 203 205 206 

実績 131 169 151 109 102 

現状と課題 

・ 本事業は、２０２３（令和５）年度から公募型プロポーザルを実施

のうえヘルパー派遣事業者に業務委託を行い、ヘルパー派遣の供給

体制の確保に努めています。 

・ 引き続き、継続的個別支援の対象となる家庭が、必要な時に利用で

きるよう提供体制を確保していく必要があります。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑨子育て支援短期

利用事業（ショー

トステイ） 

【子育て短期支援

事業】 

子家 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用者数 

（人日） 

8,450 9,024 9,597 10,171 10,744 

実績 4,995 6,388 7,983 7,738 7,473 

現状と課題 

・ 事業を実施している児童福祉施設において、一定の受入枠を確保で

きています。 

・ ２０２０（令和２）年度から、利用要件をニーズに合わせて整理し

ています。 

・ 一方で、実施施設の地域偏在のため、利用者数に偏りがあり、本来

見込んでいた本制度を必要とする世帯が利用できていない可能性が

あります。 

・ ２０２０（令和２）年度及び２０２１（令和３）年度は、新型コロ

ナウイルス感染症の影響による利用自粛のため、見込みを下回った

と考えられます。 

・ 利用のない場合の事業者のリスク軽減を図るという国補助の趣旨

も踏まえ、措置費の支弁対象とならない事業者において、当事業の実

施に当たり専従の職員を配置したうえで、本市が定める事項を遵守

し可能な限り利用者の受入れを行うなど、適切かつ積極的な事業実

施に取り組んでいる場合に、国補助を活用し、新たに事業者の開所日

に応じた専従職員の配置に要する費用の支援を２０２３（令和５）年

度から開始しました。 

・ 今後も、施設不所在区、既存施設の位置、制度利用者の地域偏在等、

全市的なバランス等、様々な観点を考慮して、引き続き、当制度の利

用を必要とする方が確実に利用できるよう、改善を図ります。 

 

⑩子育て支援短期

利用事業（トワイ

ライトステイ） 

【子育て短期支援

事業】 

子家 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用者数 

（人日） 

35 35 35 35 35 

実績 5 4 0 1 2 

現状と課題 

・ 事業を実施している児童福祉施設において、一定の受入枠を確保で

きています。 

・ 本制度は、児童を養育する保護者の勤務状況により利用者数が変動

するものであり、近年は若干の増加傾向にありました。 

２０２０（令和２）年度及び２０２１（令和３）年度は、新型コロナ

ウイルス感染症の影響による利用自粛のため、見込みを下回ったと

考えられ、その後も利用者が少ない状況が続いています。 

・ 現状の体制を維持することで提供体制を確保するとともに、引き続

き、施設での職員研修や、施設監査の実施等により、サービスの質の

向上と高いレベルでの平準化を図ります。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑪保育所拠点事

業、児童館事業、

京都市子育て支援

活動いきいきセン

ター（つどいの広

場）事業 

【地域子育て支援

拠点事業】 

育成 

幼保 

みらい館 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用回数 

（人回） 

413,903 413,513 415,697 417,881 420,065 

実績 162,809 122,587 187,393 231,594 231,458 

現状と課題 

・ ２０２３（令和５）年度は、新型コロナウイルス感染症の５類移行

に伴い、少しずつ利用者数が回復しています。 

・ 保育所拠点事業においては、身近な地域（小学校学区）の子育て支

援の充実を図ると共に関係機関と連携を取りながら保育士の専門性

を生かした子育て支援を実施しています。また、「みんなはなまる講

座」「ひろば型支援」の提供や各区子どもはぐくみ室と必要に応じて

子育て支援状況や個別支援など相談連絡を行っています。 

・ 児童館事業については、２０２４（令和６）年度末時点で、１２９

か所の児童館において、遊びの教室・行事活動・クラブ活動等の「子

どもの健やかな育ちを援助する活動」や乳幼児クラブ・子育て相談等

の「子どもと子育て家庭を支援する活動」、地域住民との交流・ボラ

ンティア活動の推進等の「子どもと子育て家庭を支える地域社会を

創造する活動」を実施しています。 

・ つどいの広場事業については、２０１８（平成３０）年度に実施し

た「子育て支援に関する市民ニーズ調査」において、つどいの広場を

利用していない保護者に比べ、利用している保護者の方が子育てに

不安又は負担を感じている割合が低く、また、自身の子育てが地域の

人に支えられていると感じている保護者ほど、子育てを楽しいと感

じている傾向となっていました。これを受け、２０２０（令和２）年

度以降、乳幼児の子育て支援機能が身近にない地域において、つどい

の広場を少なくとも年に１か所程度新規に確保することとして事業

の拡充を進め、２０２４（令和６）年度にも２０２５（令和７年）３

月に１か所新規に開設しました。（令和６年度末時点で４１か所）。 

 また、身近な地域における子育て支援拠点としての役割を一層果

たすことを目的に、２０２４（令和６）年度からは、全事業所で「地

域支援」に取り組んでいます。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑫京（みやこ）い

きいき子育てサポ

ート事業（京都市

ファミリーサポー

ト事業） 

【子育て援助活動

支援事業】 

育成 

量の見込み 

確保方策 
利用 

件数

（人回） 

8,780 8,780 8,780 8,780 8,780 

実績 5,352 6,624 8,124 8,229 7,851 

現状と課題 

・ 本事業は、本部としての機能を有するファミリーサポートセンター

を設置のほか、同センターの支部を各区・支所ごとに児童館１４箇所

に設置し、会員募集、登録をはじめ、会員になるための講習会、レベ

ルアップ講習会、会員からの相談対応や会員間の交流事業の開催等、

地域に密着した事業として安心して利用できるよう取組を実施する

とともに、利用会員数の拡大を図っています。 

・ ２０２４（令和６）年度においては、主に「学校の放課後の援助」

や「学童クラブの迎え及び預かり」の活動件数が、昨年度比で増加し

ており、経済的活動を行う上で、この事業については、一定の社会的

なニーズがあると考えています。 

・ 共働きの世帯が増加している中、事業が活用されるよう、しっかり

と事業の周知を行っていきます。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑬新生児等訪問指

導事業（こんにち

は赤ちゃん事業） 

【乳児家庭全戸訪

問事業】 

子家 

量の見込み 対象 

者数

（人） 

9,699 9,496 9,349 9,200 9,099 

実績 

（量の見込） 
8,909 8,759 8,771 8,666 7,924 

確保方策 
実施 

体制 

（実施機関） 

各区役所・支所保健福祉センター子どもはぐくみ室、京北出張所保健

福祉第二担当 

（実施職員） 

子どもはぐくみ室及び京北出張所の保健師、保育士、母子保健訪問

指導員 

現状と課題 

・ 本市では、母子保健法による新生児訪問指導事業と併せて、区役

所・支所子どもはぐくみ室及び京北出張所の専門職が生後４か月

までの乳児のいる全ての家庭を訪問する訪問活動を実施していま

す。 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、これまで概ね９４％台

で推移していた訪問率は、２０２０（令和２）年度以降は８５％程

度に低下していましたが、２０２２（令和４）年度以降はやや回復

傾向にあり、２０２３(令和５)年度の訪問率は９６％、２０２４

(令和６)年度の訪問率は９５．４％となっています。未訪問家庭に

は、電話連絡やタブレット端末を用いたオンライン面接等による

状況把握及び保健指導を行うことで、全訪問対象家庭の状況を把

握しています。 

・ 訪問家庭の中で、産後うつなど精神的に不安定であったり、周囲

に支援者がいない、又は双子の子育てをしているなどにより不安

を抱えている母親に対し、育児相談や母親の健康管理及び子育て

に関する情報提供等を行っており、養育支援が必要な場合には、家

庭訪問による継続的個別支援など適切な制度・施策に繋げていま

す。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑭京都市妊婦健康

診査 

【妊婦に対する健

康診査】 

子家 

量の見込み 妊婦健康診査 

受診券使用枚数 

（人回） 

119,753 116,725 113,773 110,896 108,091 

実績 

（量の見込） 
115,174 110,979 104,752 96,010 92,416 

量の見込み 産婦健康診査 

受診券使用枚数 

（人回） 

15,047 14,667 14,296 13,934 13,582 

実績 

（量の見込） 
15,200 15,047 13,714 12,648 12,728 

確保方策 実施体制 実施場所：妊婦健康診査委託医療機関 

現状と課題 

・ 近年、出産年齢の上昇等によって、健康管理がより重要となる妊

婦が増加傾向にあり、母体及び胎児の健康を守るうえで妊婦に対す

る保健指導及び健康診査の重要性や必要性が一層高まっているこ

とから、国の通知に基づき、回数や検査内容の拡充等に努めていく

必要があります。 

・ また、妊娠１１週目までの妊娠届出率が向上していることもあ

り、交付枚数に対する使用率が基本受診券で８０％超、追加受診券

では９０％超で推移していますが、引き続き、全ての妊婦が１４回

の健診を効率的に受診できるよう、妊娠後の早期届出や未受診者へ

の受診勧奨、制度の周知を図っていく必要があります。 

・ ２０２０（令和２）年度からは、多胎妊娠をされている方に対す

る追加助成を行っています（基本受診券６枚、超音波検査券 

３枚を追加交付）。多胎妊娠は、単胎妊娠よりも母体に負担が大き

く合併症や早産のリスクが高くなることがあるため、追加助成を行

うことで、より積極的な健康診査の受診を促していく必要がありま

す。 
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参考 教育・保育提供区域の設定 

  対象となる給付・事業ごとに提供体制を確保すべき区域の単位が異なるものと考えられること

から、京都市では、次のとおり、４層の区域設定を行っています。 

教育・保育 設定の考え方 対象となる給付・事業 

第一次区域

（１区域） 

広域で提供体制を確保する

必要があるもの 

・病児保育事業 

・子育て短期支援事業 

・妊婦に対する健康診査 

第二次区域

（１４区域） 

区役所・支所保健福祉センタ

ー子どもはぐくみ室単位で

事業を実施しているもの 

・利用者支援事業 

・養育支援訪問事業 

・子育て援助活動支援事業 

・乳児家庭全戸訪問事業 

第三次区域

（３５区域） 

幼稚園、保育園（所）、認定こ

ども園等の通園区域を考慮

して設定するもの 

・施設型給付（幼稚園、保育園（所）、 

認定こども園） 

・地域型保育給付 

（小規模保育事業、家庭的保育事業、  

居宅訪問型保育事業、事業所内保 

育事業） 

・時間外保育事業 

・一時預かり事業 

（一般型、幼稚園型） 

第四次区域

（７０区域） 

身近な地域で提供体制を確

保する必要があるもの 

・放課後児童健全育成事業 

・地域子育て支援拠点事業 

 


